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はじめに  

  
この報告書は、令和４年３月に策定した、「福岡県ワンヘルス推進行動計画」（計画期間：令和４

年度～令和８年度）の令和７年度の実施状況を取りまとめたものです。  

第１部は行動計画の概要を、第２部は行動計画の令和７年度の実施状況及び数値目標の実績を取

りまとめています。  

  

 

 

第１部 行動計画の概要  

    

１ 策定の背景 
新型コロナウイルス感染症をはじめ中東呼吸器症候群(MERS)、重症急性呼吸器症候群(SARS)

など、人と動物双方に感染する「人獣共通感染症」は、いまや人の感染症の約 60％を占めると

言われています。 

人獣共通感染症は、人口増加、森林開発や農地化等の土地利用の変化、これらに伴う生態系

の劣化や気候変動等によって人と動物との関係性が変化したために、元々野生動物が持ってい

た病原体が様々なプロセスを経て人にも感染するようになったとされています。 

このように、様々な分野にまたがる問題が要因とされている人獣共通感染症に対応するため

には、「人と動物の健康と環境の健全性は一つ」と考えるワンへルスの理念に基づく総合的な取

組が重要です。2016（平成 28）年 11月に北九州市で開催された「第 2回世界獣医師会－世界医

師会“One Health”に関する国際会議」において、ワンヘルスの理念を実践する基盤となる

「福岡宣言」が採択されました。それ以降、本県では、「福岡宣言」の地として、ワンへルスの

推進に取り組んできました。 

そして、2020（令和２）年 12月、議員提案により、全国で初めてとなる「福岡県ワンへルス

推進基本条例」を制定しました。 

この条例では、福岡県におけるワンヘルスの実践の仕組みを構築し、県民及び動物の健康並

びに環境の健全性を一体のものとして守り、その活動を次世代に継承していくために、６つの

基本方針を示しています。 

[6つの基本方針] 

①「人獣共通感染症対策」 

②「薬剤耐性菌対策」 

③「環境保護」 

④「人と動物の共生社会づくり」 

⑤「健康づくり」 

⑥「環境と人と動物のより良い関係づくり」  

これら６つの基本方針を着実に進めていくため、基本方針に基づき実施する県の施策又は取

組を体系的に整理したものが本行動計画です。 

なお 2022年（令和４）10月には、ワンヘルスの取組の実効性を確保するため、県や市町村、

事業者、県民が担うべき責務などを定めた「環境と人と動物のより良い関係づくり等福岡県に

おけるワンヘルスの実践促進に関する条例」を制定しました。 

      

  

 

２ 計画の期間  
令和４年度～令和８年度までの５年間。  
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第２部 行動計画の実施状況 

    

第１章 実施状況報告について 
６つの基本方針に、ワンヘルスの理念の普及や中核拠点の整備等を推進するための「ワン

ヘルス実践の基盤整備」を加えた７つの柱に沿って、令和７年度に実施した主な取組を報告

します。また、併せて「環境と人と動物のより良い関係づくり等福岡県におけるワンヘルス

の実践促進に関する条例」第 29条により条例の規定に基づく取組の実施状況も報告します。 

 

第２章 行動計画の体系図 

７つの柱 取組事項 

１ 人獣共通感染症対策 

（１）発生予防（平時の対応） 

（２）まん延防止（患者発生時の対応） 

（３）動向調査、監視 

（４）研究開発、創薬 

（５）普及啓発 

２ 薬剤耐性菌対策 

（１）動向調査、監視 

（２）感染予防、管理 

（３）抗微生物剤の適正使用 

（４）普及啓発 

３ 環境保護 

（１）生物多様性の保全 

（２）地球温暖化対策 

（３）大気・水・土壌環境保全対策 

（４）普及啓発 

４ 人と動物の共生社会づくり 

（１）人と愛玩動物の関係性の向上 

（２）災害発生時等に備えた体制整備 

（３）人と野生動物の共存 

５ 健康づくり 
（１）自然とのふれあいを通じた健康づくり 

（２）愛玩動物とのふれあいを通じた健康づくり 

６ 環境と人と動物のより良い

関係づくり 

（１）健全な環境下における安全な農林水産物の生産等 

（２）生産・消費における環境への負担の低減 

（３）地産地消・食育の推進 

（４）有益な微生物の活用 

７ ワンへルス実践の基盤整備 
（１）啓発活動の推進 

（２）教育の推進 

（３）中核拠点の整備等 
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第３章 施策の実施状況 

 
【凡例】 

 

１ 人獣共通感染症対策 

（１）発生予防（平時の対応） 
 

 

 

 

 

 

 

（感染症発生動向調査体制の整備） 

主な取組 

（令和７年度に

実施した取組） 

実施状況 

（取組の具体的な内容） 

実 践 条

例 該 当

条文 

 

 

 

 

１ 人獣共通感染症対策 

（１）発生予防（平時の対応） 
（感染症発生動向調査体制の整備） 

結核・感染症発生

動向調査委員会

の開催 

・結核・感染症発生動向調査委員会を定期的に開催し、必要に応じ

て、定点医療機関の設定や対象疾病の発生動向について分析・評価

を行うなど、感染症発生動向調査が地域の偏りなく、安定的に実施

できるよう、その体制の構築及び維持を行いました。 

（開催回数４回） 

― 

 

（連携体制の構築） 

新型インフルエ

ンザ対策会議及

び訓練の実施 

・各保健福祉（環境）事務所が主体となり新型インフルエンザ等が

発生した際を想定した訓練及び協力体制整備のための会議を開催

しました。 

― 

 

（県民への正しい情報の提供） 

感染症の発生動

向の調査・公表 

・感染症の発生動向について、毎週、週次報告を作成し、ホームペ

ージへ掲載するとともに、記者発表を通じて、広く県民に情報提

供を行いました。また、「事業資料集」を作成の上、関係機関等

に配布・提供し、情報の共有に努めました。 

― 

 

（医療提供体制の充実） 

医療安全対策・

院内感染防止対

策研修会の開催 

・保健所設置市を除く医療機関（病院、診療所、助産所）で医療安

全対策に従事する職員を対象に、専門家を招き、医療安全研修会

を実施しました。 

― 

 

 

「環境と人と動物のより良い関係づくり等福岡県におけるワンヘルスの実

践促進に関する条例」の中で該当する条文を記載 

７つの柱 

取組事項（中項目） 

小項目 
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（医薬品等の備蓄と安全確保） 

抗インフルエン

ザウイルス薬の

備蓄 

・福岡県新型インフルエンザ対策行動計画に基づき、抗インフルエ

ンザウイルス薬の備蓄管理を行いました。 
― 

医療用資材の流

通備蓄体制の維

持 

・福岡県医療機器協会と締結した「医療用資材の流通備蓄に関する

協定」に基づき、医療用資材の流通備蓄体制を維持し、新興感染

症の感染拡大等による市場ひっ迫時にも医療機関等への安定供給

を確保しました。 

・改定された政府行動計画の水準に沿った医療用資材を備蓄しまし

た 

― 

薬事情報センタ

ーの運営事業費

の助成 

・医療従事者からの照会への回答及び薬事情報の提供、「くすりな

んでもテレホン」を通じた県民からの医薬品等に関する相談対応

等により医薬品等の適切な使用に寄与している、薬事情報センタ

ーの運営に対して事業費を助成しました。 

― 

病院・診療所立

入検査の実施 

・保健所設置市を除く全病院、1/5の無床診療所、1/3の有床診療所

を対象に立入検査を実施し、医療安全体制について監視を行い、

不適事項については、改善報告を求めました。 

― 

 

（感染症の調査研究） 

人獣共通感染症

対策に資する調

査研究を実施 

・以下の研究課題について、国立感染症研究所等と共同で人獣共通

感染症対策に資する調査研究を実施しました。 

（国内の野生動物等における動物由来感染症サーベイランス等の

ワンヘルス・アプローチの推進のための調査研究） 

第 27 条

第 1項 

 

（家畜伝染病予防対策） 

ワンヘルス普及

拡大推進事業推

進会議の開催及

びワンヘルス推

進に係る広報活

動（啓発資料作

成等） 

・ワンヘルス普及拡大推進事業推進会議を行い、ワンヘルスカーによ

る啓発、パンフレットの作成配布、薬剤耐性菌対策に係る講習会の

開催等により広報活動を行いワンヘルスの周知を図りました。 

第 14 条

第 1項 

畜産農場での薬

剤耐性菌に係る

調査の実施 

・畜産農場の巡回調査を行い、飼養衛生管理基準の遵守指導を実施

しました。 

（畜産農場巡回調査 990回） 

第 14 条

第 1項 

 

 

（狂犬病予防対策） 

狂犬病予防注射

の集団注射の実

施 

・狂犬病予防注射率の低下を防ぐため、動物病院が少ない地域でも

注射を受けることができるよう、福岡県獣医師会に狂犬病集団注

射業務を委託し、集団注射を実施しました。 

（狂犬病集団注射実績 15,968頭） 

― 
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（愛玩動物の感染症対策） 

飼い主向けの講

習会の開催 

・（公財）福岡県動物愛護センターにて、犬のしつけ方教室を実施

しました。 

（一般コース 実施回数 12回、参加者数 82人） 

（子犬コース 実施回数 13回、参加者数 134人） 

・（公財）福岡県動物愛護センターにて、猫の適正飼養講習会を実

施しました。 

（実施回数 5回、参加者数 79人） 

― 

動物取扱責任者

研修の実施 

・動物取扱責任者研修を県内１会場及び WEBにて開催しました。 

（修了証交付人数 1,073人）  
― 

高病原性鳥イン

フルエンザウイ

ルスの感染防止

対策の周知 

・令和７年度は飼養鳥で高病原性鳥インフルエンザの発生はありま

せんでした。 

・鳥の販売業者や動物園に対して、感染防止対策の啓発を行いまし

た。 

― 

 

（食中毒予防対策） 

と畜検査、食鳥検

査の実施 

・県内と畜場において、と畜検査を実施しました。 

（検査か所 ２か所、検査頭数 74,800頭） 

・県内の大規模食鳥処理場において、食鳥検査を実施しました。 

（検査か所 １か所、検査羽数 2,281,219羽） 

― 

食品営業施設等へ

の監視指導の実施 

・食品等の製造、流通、販売状況や食中毒の発生状況、施設の食

品衛生上の管理状況を把握するために県内全域の監視指導を実

施しました。 

（計画監視回数 11,973回、監視件数 12,211件、監視率実績 

102.0％） 

― 

 

 

（２）まん延防止（患者発生時の対応） 
（医療提供確保） 

感染症危機管理

専門家会議の開

催 

・感染症対策の円滑な実施に必要となる、専門的・技術的事項につ

いて助言等を行うため、感染症危機管理専門家会議を開催しまし

た。  

― 

 

（積極的疫学調査と健康診断） 

疫学調査の実施 

・感染症の発生時には、患者及びその家族等に対して、疫学調査を

行い、その調査結果等に基づいた感染拡大防止のための指導や啓

発等を行いました。 

― 

 

（県民への正しい情報提供） 

国内発生のない

感染症の発生動
・国内発生のない感染症の患者発生はありませんでした。 ― 
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向について調

査・公表 

 

（ワクチン接種の推進） 

予防接種センタ

ー機能推進事業

の実施 

・予防接種法に基づき、（公社）福岡県医師会や福岡県の各予防接

種センターと連携し、県民の皆様がより安全かつ有効に定期の予

防接種が受けられるように取り組みました。 

― 

 

（家畜伝染病対策） 

県域防疫演習及

び地域防疫演習

の開催 

・県域での豚熱の演習を開催するとともに、各防疫業務の分担や地

域（福岡、北九州、筑豊、京築、両筑、筑後)毎に防疫演習を開

催し、関係機関の連携を強化し、万一の発生に備えた初動体制を

維持しました。 

第 14条 

第 1項 

 

（従事者の健康調査） 

鳥インフルエン

ザ発生時におけ

る畜産農場の職

員及び作業従事

者への健康調査

の実施 

・家きんにおける鳥インフルエンザの発生はありませんでした。 ― 

 

（獣医師からの届出） 

獣医師に対する

周知徹底 

・（公社）福岡県獣医師会等を通じ、県内の獣医師に対して、届出

感染症を診断した場合には、感染症法第 13条に基づく届出を行

うよう、周知しました。 

― 

 

（狂犬病対策） 

狂犬病予防発生

時対応訓練の実

施 

・狂犬病発生時の机上訓練を行いました。 ― 

狂犬病予防に関

する啓発の実施 
・県内で狂犬病の発生はありませんでした。 ― 

 

（飼養鳥の感染症対策） 

鳥インフルエン

ザ発生時におけ

る感染拡大防止 

・鳥類を取扱う動物取扱責任者に対し、動物取扱責任者研修会で注

意喚起を行いました。 
― 

 

（３）動向調査、監視 
（感染症発生動向調査と流行予測調査） 

感染症流行予測

調査の実施 

・環境水中、豚の血液、ヒトの血液を検査し、ポリオ、日本脳炎、

麻しん及び風しんについて病原体の検索及び集団免疫の現状把握

を行いました。 

― 
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感染症の発生動

向について調査・

公表（再掲） 

・感染症の発生動向について、毎週、週次報告を作成し、ホームペ

ージへ掲載するとともに、記者発表を通じて、広く県民に情報提

供を行ます。また、「事業資料集」を作成の上、関係機関等に配

布・提供し、情報の共有に努めました。 

― 

（感染症の調査研究） 

人獣共通感染症

対策に資する調

査研究を実施

（再掲） 

・以下の研究課題について、国立感染症研究所等と共同で人獣共通

感染症対策に資する調査研究を実施しました。 

（国内の野生動物等における動物由来感染症サーベイランス等の

ワンヘルス・アプローチの推進のための調査研究） 

第 27 条

第 1項 

 

（家畜の定期検査） 

家畜伝染病や家

畜伝染性疾病の

発生予防(発生予

察)や家畜伝染病

発生時のまん延

防止に係る臨床

検査及び精密検

査の実施 

・ブルセラ症、結核、ヨーネ病、オーエスキー病、家きんサルモネ

ラ症、腐蛆病について検査を実施しました。 

（検査頭羽数(実績)ブルセラ症 6頭、ヨーネ病 2471頭、オーエ

スキー病 332頭、家きんサルモネラ症 280羽、腐蛆病 5778

群）  

第 14 条

第 1項 

 

（愛玩動物の病原体保有状況調査） 

愛玩動物におけ

る共通感染症保

有状況等調査 

・レプトスピラ症は動物病院に来院した疑い症状のある犬、重

症熱性血小板減少症候群（SFTS）は動物愛護センターに来所

した犬猫から検体を採取し、レプトスピラ菌及び SFTSウイル

スの抗体・遺伝子検査等を実施しました。 

第 14 条

第 1項 

 

（野鳥の鳥インフルエンザに関する調査） 

鳥獣保護管理員

による野鳥の巡

視 

・68名の鳥獣保護管理員による野鳥の巡視を行いました。 

（各鳥獣保護管理員、年 40回程度の巡視） 

第 15 条

第 3項 

鳥獣保護区設定

効果調査の実施 

・鳥獣保護区の指定効果を把握するため、鳥獣の生息状況、生息環

境等の調査を実施しました。 

（調査地点：行橋鳥獣保護区、比較対象として曽根干潟を調査） 

第 15 条

第 3項 

死亡野鳥の調査

による高病原性

鳥インフルエン

ザの感染状況の

確認 

・県民等からの死亡野鳥発見の通報を受け、必要に応じて、死亡個

体の回収及び高病原生鳥インフルエンザの簡易検査を実施しまし

た。 

第 15 条

第 3項 
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鳥獣保護区にお

ける野鳥の生息

状況等調査を実

施 

・鳥獣保護区における野鳥の生息状況等調査を実施しました。 

（調査地点：11地点（調査地点：11地点（地島鳥獣保護区、玄

界島鳥獣保護区、姫島鳥獣保護区、和布刈鳥獣保護区、到津鳥

獣保護区、白島鳥獣保護区、八木山鳥獣保護区、八屋鳥獣保護

区、花立鳥獣保護区、池ノ山鳥獣保護区、三塚山鳥獣保護

区））） 

第 15 条

第 3項 

 

（野生動物の病原体保有状況等調査） 

蚊のモニタリン

グ調査の実施 

・感染症を媒介する蚊が発生する 5月～10月にかけて、県が設定し

た定点モニタリング地点において、蚊の生息密度を定期的に調査

し、感染症の発生リスクを評価しました。 

― 

 

（４）研究開発、創薬 

新製品・新技術

創出研究開発支

援 

・可能性試験から実用化まで切れ目のない総合的な支援メニューを

提供し、県内中小企業の新規事業や商品化・実用化を目指した技

術開発を重点的に支援しました。 

（研究開発助成数 14件） 

第 28条 

 

（５）普及啓発 

県民参加型イベ

ントの開催 

・筑後地域と北九州地域で、身近でわかりやすいワンヘルスをテー

マとした県民参加型イベント「ワンヘルスフェスタ 2025」を開

催しました。開催にあたっては、テレビ等を活用した広報により

集客を図りました。（参加者数 筑後地域 1,700人、北九州地域 

3,500人） 

― 

ポータルサイト

を活用した情報

発信 

・「福岡県ワンヘルス推進ポータルサイト」を活用して、ワンヘル

スに関する情報を総合的に発信しました。 
― 

啓発資料等の配

布 

・ワンヘルスの認知率を向上させるため、イベント等においてワン

ヘルスロゴマークをデザインしたノベルティの配布やバッジの着

用を実施しました。 

・ワンヘルスに関するポスターや冊子、動画を、関係団体やイベン

ト等を通じて、配付・配信し、ワンヘルスの理解促進を図りまし

た。 

― 

テレビによる広

報 

・「ワンヘルスフェスタ 2025」の開催に合わせて、ワンヘルスに関

する情報をテレビで発信しました。 

（CM 15本） 

― 

インフルエンザ

総合対策の策定

と注意喚起 

・インフルエンザシーズンに合わせて感染防止対策の啓発のために

総合対策を策定し、県内の市町村、各種学校及び医療関係団体等

に配布し、県民・事業者等に対して、感染予防の普及啓発を行い

ました。 

― 

ホームページ等

を通じた歯科保

健に関する普及

啓発 

・（公社）福岡県歯科医師会ホームページにおいて、歯科保健に関

するクイズを実施しました。 

（クイズ応募者数 2,035人） 

・歯科保健に関するラジオ放送を実施しました。 

（放送回数 ５回） 

・歯科保健に関するポスターの掲示、啓発資料の配布を行いまし

た。 

― 
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（掲示数 約 2,570件、配布数 約 2,570件） 

人権啓発 

・感染症に関する差別や偏見の解消のため、保健所が開催する研修

や県ホームページにて、機会をとらえて、正しい知識の普及啓発

を行いました。 

― 

動物取扱責任者

研修会の実施 

・動物取扱責任者研修を県内１会場及び WEBにて開催し、注意喚起

を行いました。（修了証交付人数 1,073人） 

・動物取扱責任者研修会等の機会を活用して、人と動物の共通感染

症に関する正しい知識の普及啓発を行いました。 

― 

人獣共通感染症

に関する知識の

普及・啓発 

・ホームページにおいて狩猟者や鳥獣保護関係者へ啓発を行いまし

た。 

・4月に実施した鳥獣保護管理員会議において、ワンヘルスの理念

や人獣共通感染症に関する知識の普及啓発を行いました。 

― 

ワンヘルス普及

拡大推進事業推

進会議の開催及

びワンヘルス推

進に係る広報活

動（啓発資料作

成等）（再掲） 

・ワンヘルス普及拡大推進事業推進会議を行い、ワンヘルスカーに

よる啓発、パンフレットの作成配布、薬剤耐性菌対策に係る講習

会の開催等により広報活動を行いワンヘルスの周知を図りまし

た。 

第 14 条

第 1項 

畜産農場での薬

剤耐性菌に係る

調査の実施（再

掲） 

・畜産農場の巡回調査を実施し飼養衛生管理基準の遵守指導を行い

ました。 

（畜産農場巡回調査 990回） 

第 14 条

第 1項 

動物愛護フェス

ティバルの実施 

・動物愛護フェスティバルにおいてペットスケッチコンクール表彰

式、展示等を実施しました。 

日時：令和 7年 11月２日（日） 

場所：県営天神中央公園 

 

 

 

【目標指標の進捗】  

指標 
当初値 

(R2年度) 

目標値 

(R8年度) 

現状値 

(R7年度) 

飼養衛生管理基準に基づく畜産農場

巡回指導実施率 
100% 100%（毎年度） 100％ 

食品営業施設等への監視指導実施率 66.8% 100% 102.0％ 

動物に触れる際に感染防止に取り組

んでいる県民の割合 

【 参 考 値 】

75.8% 

（2021(R3)年度） 

（ペットとふ

れあう機会

のない人も

対象として

調査） 

100% 
75.5％ 

（R7.12月時点） 
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２ 薬剤耐性菌対策 

（１）動向調査、監視 
（医療機関における動向調査、監視） 

国が行う院内感

染対策サーベイ

ランス事業

（JANIS）への参

加募集案内 

・医療安全対策研修会において、院内感染対策サーベイランス事業

（JANIS）への参加促進を図りました。 
― 

 

（家畜における動向調査、監視） 

薬剤感受性検査

の実施 

・病畜から分離したサルモネラ属菌、黄色ブドウ球菌等について薬

剤耐性の発現状況に関する検査を行いました。なお、牛、豚、鶏

からの対象とする菌の分離事例はありませんでした。 

第 14 条

第 1項 

 

（愛玩動物における動向調査、監視） 

愛玩動物（犬、

猫）における薬

剤耐性菌の発生

動向を調査 

・愛玩動物（犬、猫）におけるこれまでの調査結果及び今後の調査

について幅広い意見を聴取するため、外部専門家会議を開催しま

した。 

第 14 条

第 1項 

 

（河川水における動向調査、監視） 

河川水における

薬剤耐性菌及び

抗微生物剤の実

態を調査 

・河川水におけるこれまでの調査結果及び今後の調査について幅広

い意見を聴取するため、外部専門家会議を開催しました。 

第 14 条

第 1項 

 

（２）感染予防、管理 
（院内感染防止対策の推進） 

医療安全対策・

院内感染防止対

策研修会の開催

（再掲） 

・保健所設置市を除く医療機関（病院、診療所、助産所）で医療安

全対策に従事する職員を対象に、専門家を招き、医療安全研修会

を実施しました。 

― 

 

（ワクチン接種の推進） 

予防接種センタ

ー機能推進事業

の実施（再掲） 

・予防接種法に基づき、（公社）福岡県医師会や福岡県の各予防接

種センターと連携し、県民の皆様がより安全かつ有効に定期の予

防接種が受けられるよう取り組みました。 

― 

 

（家畜と愛玩動物の感染予防対策の推進） 

ワンヘルス普及

拡大推進事業推

進会議の開催及

びワンヘルス推

進に係る広報活

動（啓発資料作

成等）（再掲） 

・ワンヘルス普及拡大推進事業推進会議を行い、ワンヘルスカーに

よる啓発、パンフレットの作成配布、薬剤耐性菌対策に係る講習

会の開催等により広報活動を行いワンヘルスの周知を図りまし

た。 

第 14 条

第 1項 
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畜産農場での薬

剤耐性菌に係る

調査の実施（再

掲） 

・畜産農場の巡回調査を実施し、飼養衛生管理基準の遵守指導を実

施しました。 

（畜産農場巡回調査 990回） 

第 14 条

第 1項 

飼い主向けの講

習会の開催（再

掲） 

・（公財）福岡県動物愛護センターにて、犬のしつけ方教室を実施

しました。 

（一般コース 実施回数 12回、参加者数 82人） 

（子犬コース 実施回数 13回、参加者数 134人） 

・（公財）福岡県動物愛護センターにて、猫の適正飼養講習会を実

施しました。 

（実施回数 5回、参加者数 79人） 

― 

動物取扱責任者

研修の実施（再

掲） 

・動物取扱責任者研修を県内１会場及び WEBにて開催し、注意喚起

を行いました。 

（修了証交付人数 1,073人） 

― 

 

（食品衛生対策の推進） 

と畜場、食鳥処

理場への助言指

導 

・県内のと畜場、食鳥処理場の事業者に対して、HACCPに沿った衛

生管理が適切に運用されているか確認を行い、助言指導を行いま

した。 

（施設数 16施設） 

・県内のと畜場、食鳥処理場の事業者に対し、衛生向上運動旬間を

定め、HACCPに沿った衛生管理の確立を支援するため衛生講習会

を開催しました。 

（実施回数 6回、参加者数 121人） 

― 

食品営業施設等

への監視指導の

実施（再掲） 

・食品等の製造、流通、販売状況や食中毒の発生状況、施設の食品

衛生上の管理状況を把握するために県内全域の監視指導を実施し

ました。 

（計画監視回数 11,973回、監視件数 12,211件、監視率実績  

102.0％） 

― 

 

（３）抗微生物剤の適正使用 
（医療機関等における適正使用の推進） 

医療安全対策・院

内感染防止対策

研修会（再掲） 

・保健所設置市を除く医療機関（病院、診療所、助産所）で医療安

全対策に従事する職員を対象に、専門家を招き、医療安全研修会

を実施しました。 

― 

啓発資料の配布 

・薬剤耐性菌対策啓発用のお薬手帳やリーフレット等を関係団体に

配布し、啓発資料の活用を促すことで、抗微生物薬に関する正し

い知識について普及啓発を行いました。 

― 

 

（結核の多剤耐性菌対策） 

直 接 服 薬 確 認

（DOTS）事業 

・結核治療の治療完遂率を高めるため、医療機関等と連携し、全

結核患者に対する服薬支援を行いました。 
― 
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（畜水産分野における適正使用の推進） 

動物用医薬品収

去検査の実施 

・動物用医薬品２製剤(動物用イソジン液、トロンジット錠)につい

て収去検査を行い、流通が適正であることを確認しました。 

第 9 条 

第 1項 

動物用医薬品指

示書審査の実施 

・動物用医薬品指示書を審査し、不適正使用を指導し、適正な使用

を推進しました。 

（動物用医薬品指示書審査件数 3878件、不適正使用指導件数 46

件）  

第 14 条

第 1項 

水産用医薬品の

適正使用等に関

する普及指導及

び水産用抗菌性

物質の残留検査

の実施 

・水産用医薬品の使用にあたり、国が作成したパンフレットを県内

養殖業者 53経営体に配布しました。 

・水産用抗菌剤の残留検査を県内で養殖された５魚種について実施

しました。  
― 

 

（愛玩動物診療獣医師における適正使用の推進） 

ワンヘルス普及

拡大推進事業推

進会議の開催及

びワンヘルス推

進に係る広報活

動（啓発資料作

成等）（再掲） 

・ワンヘルス普及拡大推進事業推進会議を行い、ワンヘルスカーに

よる啓発、パンフレットの作成配布、薬剤耐性菌対策に係る講習会

の開催等により広報活動を行いワンヘルスの周知を図りました。 

第 14 条

第 1項 

畜産農場での薬

剤耐性菌に係る

調査の実施（再

掲） 

・畜産農場の巡回調査を行い、飼養衛生管理基準の遵守指導を実施

しました。 

（畜産農場巡回調査 990回） 

 

第 14 条

第 1項 

愛玩動物（犬、

猫）における薬

剤耐性菌の発生

動向を調査（再

掲） 

・愛玩動物（犬、猫）におけるこれまでの調査結果及び今後の調査

について幅広い意見を聴取するため、外部専門家会議を開催しま

した。 

第 14 条

第 1項 

 

（各事業者における適正使用の推進） 

河川水における

薬剤耐性菌及び

抗微生物剤の実

態を調査（再

掲） 

・河川水における薬剤耐性菌及び抗微生物剤のモニタリング手法を

確立するため、外部専門家会議を開催しました。 

第 14 条

第 1項 

 

 

（４）普及啓発 

「くすりと健康

フェア」の開催 

・福岡県薬業団体連合会と共催で「くすりと健康フェア」を開催

し、お薬相談コーナーなどを開設しました。 
― 
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県民参加型イベ

ントの開催（再

掲） 

・筑後地域と北九州地域で、身近でわかりやすいワンヘルスをテー

マとした県民参加型イベント「ワンヘルスフェスタ 2025」を開催

しました。開催にあたっては、テレビ等を活用した広報により集

客を図りました。（参加者数 筑後地域 1,700人、北九州地域 

3,500人） 

― 

ポータルサイト

を活用した情報

発信（再掲） 

・「福岡県ワンヘルス推進ポータルサイト」を活用して、ワンヘル

スに関する情報を総合的に発信しました。 
― 

啓発資料等の配

布（再掲） 

・ワンヘルスの認知率を向上させるため、イベント等においてワン

ヘルスロゴマークをデザインしたノベルティの配布やバッジの着

用を実施しました。 

・ワンヘルスに関するポスターや冊子、動画を、関係団体やイベン

ト等を通じて、配付・配信し、ワンヘルスの理解促進を図りまし

た。 

― 

テレビによる広

報（再掲） 

・「ワンヘルスフェスタ 2025」の開催に合わせて、ワンヘルスに関

する情報をテレビで発信しました。 

（CM 15本）  

― 

 

【目標指標の進捗】  

指標 
当初値 

(R2年度) 

目標値 

(R8年度) 

現状値 

(R7年度) 

国の院内感染サーベイランス事業へ

の参加率 
25.6% 全国平均以上 

40.2% 

(全国平均 44.3％) 

飼養衛生管理基準に基づく畜産農場

巡回指導実施率（再掲） 
100% 

100% 

（毎年度） 
100％ 

食品営業施設等への監視指導実施率

（再掲） 
66.8% 100% 102.0％ 
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３ 環境保護 

（１）生物多様性の保全 
（外来種の防除に関する普及啓発） 

侵略的外来種の

実態と防除に関

する普及啓発の

推進 

・侵略的外来種リスト及び外来種防除マニュアル 2021をホームペー

ジに掲載し、周知啓発を図りました。 
― 

動物取扱責任者

研修の実施（再

掲） 

・動物取扱責任者研修を県内１会場及び WEBにて開催し、注意喚起を

行いました。 

 （修了証交付人数 1,073人） 

― 

ペット外来種終

生飼養の啓発資

料の配布 

・各種イベントでペット外来種終生飼養のリーフレット、啓発用ク

リアファイルを配布しました。 
― 

特定外来生物の

防除体制の整備

及び普及啓発 

・特定外来生物防除対策検討委員会を開催しました。 

・保健福祉環境事務所が開催する自然観察会等に講師を派遣し、外

来種問題の啓発を行いました。 

― 

アライグマ防除

体制の整備 

・県、市町村、地域が一体となったアライグマ捕獲を推進するた

め、アライグマ防除体制の整備や捕獲情報分析システムの運用を

行いました。 

― 

 

（重要地域の保全） 

ニホンジカの

捕獲を実施 

・英彦山及び犬ヶ岳において、シカの捕獲を実施しました。 

（実績 191 頭） 

第 15条

第 1項 

世界遺産「神

宿る島」宗

像・沖ノ島と

関連遺産群の

保存活用 

・緩衝地帯（資産保護のために資産とその周辺に法的または慣習的手

法により利用開発規制を敷くもの）を設定し、緩衝地帯内の保全管

理について専門家による調査・検討を行うなど、自然環境や生物多

様性にも関係する世界遺産保全の取組を進めました。 

第 15条

第 3項 

 

（野生鳥獣の保護及び管理） 

鳥獣保護区の更

新 

・指定期間が満了する鳥獣保護区の更新を行いました。 

（３カ所） 

第 15条

第 1項 

鳥獣保護区にお

ける野鳥の生息

状況等調査（再

掲） 

・鳥獣保護区における野鳥の生息状況等調査を実施しました。 

（調査地点：11地点（地島鳥獣保護区、玄界島鳥獣保護区、姫島

鳥獣保護区、和布刈鳥獣保護区、到津鳥獣保護区、白島鳥獣保

護区、八木山鳥獣保護区、八屋鳥獣保護区、花立鳥獣保護区、

池ノ山鳥獣保護区、三塚山鳥獣保護区） 

第 15条

第 1項 

野生鳥獣保護モ

デル校の指定 

・野生鳥獣保護モデル校で探鳥会等を実施しました。 

（モデル校：10校） 

第 15条

第 1項 

鳥獣保護管理員

による野鳥の巡

視（再掲） 

・68名の鳥獣保護管理員による野鳥の巡視を行いました。 

（各鳥獣保護管理員、年 40回程度の巡視） 

第 15条

第 1項 

傷病野生鳥獣医

療所の設置 

・人間活動等が起因となり、負傷、疾病等し自力で生息できなくな

った野生鳥獣を保護し治療するため、傷病野生鳥獣医療所を設置

しました。 

（設置か所 10箇所） 

第 15条

第 1項 
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キジの放鳥事業

の実施 

・狩猟鳥であるキジの保護繁殖を図るため、キジの放鳥を行いまし

た。 

（放鳥数 689羽） 

第 15条

第 1項 

シカ防護柵の設

置等 

・シカの食害から植生を守るために英彦山山頂に設置しているシカ

防護柵の確認を行いました。 

第 15条

第 1項 

ニホンジカの捕

獲を実施（再

掲） 

・英彦山及び犬ヶ岳において、シカの捕獲を実施しました。 

（実績 191頭） 

第 15 条

第 1項 

侵入防止・捕獲

活動への支援 

・市町村が行う侵入防止柵の整備、捕獲機材の導入や研修会の開催

等、捕獲活動に係る経費を支援するとともに、地域ぐるみの被害

対策研修会を実施しました。 

（開催回数 6回） 

第 15 条

第 1項 

民間事業者の活

用 

・「ふくおかジビエの店」において、「ふくおかジビエフェア」を開

催しました。 

（参加店舗数 38店舗、来店者数は 5,133人） 

第 16 条

第 1項 

鳥獣被害対策シ

ステムの普及・

活用促進 

・システムの普及を進めるとともに、活用促進を図るため、市町村や

狩猟者等を対象とした研修会を開催しました。 

（研修回数 14回） 

第 15 条

第 1項 

 

（環境影響評価制度の適切な運用） 

環境影響評価手

続における県知

事意見の提出 

・環境影響評価法又は福岡県環境影響評価条例に基づく環境影響評

価の各段階において、事業者に対して、必要に応じ、動物・植物・

生態系に関する意見を述べました。 

（意見件数 ３件） 

― 

 

（生物多様性に配慮した公共工事の推進） 

生物多様性に配

慮した公共工事

の推進 

・すべての公共工事において、生物多様性に配慮して実施しまし

た。 
― 

 

（生物多様性に配慮した農林水産業の推進） 

森林整備の支援 ・森林の有する公益的機能の発揮と森林資源の循環利用を推進する

ため、間伐等の森林整備とそれと一体となった路網整備を支援し

ました。（造林事業 植栽面積 386ha、間伐面積 590ha、森林作業

道 106km）  

第 17条 

荒廃森林の整備 ・平成 30年度から令和９年度までの 10年間で公益的機能が発揮で

きなくなる恐れのある森林約１万 haの荒廃を未然に防止するた

め、市町村が実施する強度間伐等の森林整備を支援しました。

（強度間伐面積 累計 9,994ha）  

第 17条 

都市部の木材利

用促進 

・木造ビルの実現に向け建築に使用する県産木材の供給体制づくり

等の支援を行うとともに、木造ビルの設計や提案に必要なノウハ

ウを習得するための講座を開催しました。 

（参加者数 34人） 

― 

森林保全巡視活

動 

・森林保全巡視指導員により、保安林、火災予防地域の巡視活動を

森林組合に業務委託して実施しました。 

（全森林組合 延べ日数 133日） 

・巡視情報により随時行政指導を実施しました。 

第 19条

第 1項 
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農業・農村の有

する多面的機能

の維持・発揮を

図るための地域

の共同活動等の

支援 

・農地・農業用水等の保全管理活動に加え、集落が行う農地周りの

水路、農道等に対する長寿命化など、農業者や地域住民等が共同

で取り組む地域活動を支援しました。 

 ※実績は 7月末確定予定  

― 

各海区の特色に

応じた魚礁、覆

砂、投石等の漁

場整備及び漁場

整備に関連する

調査の実施 

・筑前海では魚礁の設置を行いました。 

（鋼製魚礁設置数５基、コンクリート魚礁設置数 144基） 

・豊前海では鋼製魚礁の設置及び覆砂を行いました。 

（鋼製魚礁設置数 22基、覆砂 4.9ha） 

・有明海では覆砂や堆積物除去を行いました。 

（覆砂 54.9ha、堆積物除去 1.8ha） 

・筑前海の藻場調査を実施しました。  

― 

漁業者等による

藻場・干潟保全

活動を支援 

・藻場・干潟保全活動に取り組む漁業者等に対し、活動に要する経

費を助成するとともに、技術的な指導を行いました。 

（助成・指導組織数 18組織） 

第 9 条 

第 2項 

漁業者等による

藻場の保全活動

の拡大につなが

る取組を支援 

・産学官で構成する協議会を設置し、藻場の保全活動で除去したウ

ニを、地元産野菜等を餌として活用し養殖する取組を支援しまし

た。 

・九州大学と連携し、ドローン撮影画像を解析して藻場の CO2固定

量を算定する技術開発を実施しました。 

― 

 

（里地里山里海の適切な利用と管理） 

福岡県グリーン

ツーリズム協議

会の開催、農山

漁村体験企画の

造成のためのア

ド バ イ ザ ー 派

遣・ワークショ

ップ助成 

・福岡県グリーンツーリズム協議会において、研修会や交流会を開

催しました。 

・農山漁村体験企画の造成を促進するため、実践者に対してアドバ

イザー派遣（15回）やワークショップ助成(１回）をしました。 

― 

県域会議の開

催、農泊に取組

む地域に対する

助成、研修会の

開催、農泊の PR 

・地域間の連携強化や教育旅行受入れの連携について協議するた

め、県域会議を開催しました。（開催回数１回） 

・農泊に取り組む地域協議会に対して助成を行いました。（助成団

体数６団体） 

・教育旅行やインバウンド観光客向けのモニターツアーを兼ねた実

践研修回を開催しました。（開催回数２回） 

・福岡県の農泊を県内外へ WEB（農泊ふくおか、クロスロードふく

おか、VISIT FUKUOKA、各種 WEBメディア、SNS広告等）で PR し

ました。 

― 

「中山間応援サ

ポーター」によ

る中山間地域へ

の支援 

・中山間地域の集落から要請のあった祭りの準備、農地法面の防草

作業、やまももの収穫作業、シャクナゲの花がら摘み、鳥獣被害

防護柵の設置などを支援しました。 

 （参加者数 221人、支援市町村数 ５市町村、支援回数 13回） 

― 

県民参加の森林

づくり活動 

・森林を県民共有の財産として社会全体で守り育てる気運の向上に

向け、県民参加による森林づくりを推進するため、ボランティア

団体等が実施する活動を支援しました。 

 （団体数 53団体、参加者数 23,015人） 

第 17条 
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農業・農村の有

する多面的機能

の維持・発揮を

図るための地域

の共同活動等を

支援（再掲） 

・農地・農業用水等の保全管理活動に加え、集落が行う農地周りの

水路、農道等に対する長寿命化など、農業者や地域住民等が共同

で取り組む地域活動を支援しました。 

 ※実績は 7月末確定予定  

― 

中山間地域等直

接支払制度の活

用を支援 

・中山間地域等直接支払制度を活用した水路の泥上げや農道の草刈

りといった地域の共同活動を支援しました。 

※実績は７月末に確定予定 

  

― 

 

（自然公園等の施設整備） 

自然体験型の環

境学習や自然環

境に関する展示

会等の開催 

・自然体験型の環境学習や自然環境に関する展示会などの企画内容

を充実させ、ホームページ、SNS、電子メール等を活用し、広く周

知しました。 

― 

自然公園施設と

して整備した公

衆便所の整備 

・自然公園施設として整備した公衆便所（循環型）のポンプの交換

等を行いました。 

― 

九州自然歩道等

の安全な利用の

ための整備 

・九州自然歩道等の、安全な利用のために標識等の整備を実施しま

した。 

― 

 

（２）地球温暖化対策 
①温室効果ガスの排出削減（緩和策） 

（省エネルギー対策の強化） 

（ア）運輸（自動車）における取組 

福岡県地球温暖

化防止活動推進

センターにおけ

る啓発活動 

・福岡県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、省エネルギー

対策に関する啓発活動を実施しました。 

（サイト閲覧数 129,255回 ）  

― 

省エネルギー対

策の強化 

・中小企業者等に対する、次世代自動車の新たな購入等に必要な資

金の融資制度を運用しました。 
― 

専 門 家 に よ る

CASE 分野への参

入支援 

・専門家による企業訪問、取引斡旋を実施しました。 

（訪問回数：91回） 
― 

CASE 分野対応セ

ミナーの開催 

・電動化をはじめ、次世代自動車に求められる部品や技術毎に発注側

の企業拠点においてセミナーを実施しました。 
― 

地域公共交通利

用促進イベント

の実施 

・各圏域市町村と連携した公共交通の利用促進に向けた取組みを検

討、実施しました。 

・県内各地で開催される交通関係イベントへ参加しました。 

― 

自転車活用の推

進 

・自転車がもつ魅力発信のため、市町村等が県内で新たに実施する

自転車イベントへの補助を実施しました。 

（補助団体：１団体） 

― 
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公共交通の利用

促進 

・福岡県内にて実施される公共交通利用促進キャンペーンにおける

啓発活動への支援を実施しました。 
― 

自転車通行空間

の確保 

・安全で快適な自転車利用環境を創出するため、自転車通行空間の

整備を実施しました。 
― 

公用車への電動

車の導入 

・更新を迎える公用車について、電動車等への切り替えを進めるた

め、電気自動車、ハイブリッド自動車を導入しました。 

（95台） 

― 

 

（イ）家庭における取組 

耐震性のない既

存住宅の耐震改

修と併せた省エ

ネ改修工事費に

対する助成 

・市町村が実施する木造戸建て住宅を対象とする性能向上改修促進

に関する補助事業を支援しました。 

（補助件数 144件） 

― 

若年世帯・子育

て世帯が行う中

古住宅等のリノ

ベーション工事

に対する助成 

・若年世帯・子育て世帯に対し、「住まいの健康診断」を行って購

入した中古住宅やこれから同居する親世帯の持家に行うリノベー

ション（省エネ改修等）にかかる費用の一部を助成しました。 

さらに、移住支援金を実施している市町村内で中古住宅を購入し

て、県外から移住する若年世帯、子育て世帯は補助率、補助上限

額を引き上げました。 

（補助件数：73件）  

― 

地域の住宅建築

関連業者に対す

る研修の実施 

・地域の住宅建築関連業者の意識啓発、技術力の向上及び人材育成

のため、省エネルギー化・空き家対策・リフォーム技術向上等に

関する研修を実施しました。 

（開催回数：5回、参加者：370名） 

― 

福岡県地球温暖

化防止活動推進

センターにおけ

る啓発活動（再

掲） 

・福岡県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、省エネルギー

対策に関する啓発活動を実施しました。 

（啓発人数 14,833人 ） 

― 

エコファミリー

の募集・応援 

・省エネ・省資源に取り組む家族を「エコファミリー」として登録

し、「エコふぁみ」アプリの運用等を通じて、エコファミリーの

活動を支援するとともに、他の模範となる取り組みを実施した世

帯を表彰しました。 

（アプリ登録者人数 21,104人) 

― 

「福岡未来づく

り住宅」（ZEH

基準を超える省

エネ住宅）の普

及促進 

・「福岡未来づくり住宅」が発揮する光熱費等の削減効果、温熱環

境の改善による健康への好影響など専門的知見から分析、検証し

て県民に PRしました。 

― 

 

（ウ）事業者における取組 

地球温暖化対策

に資する医療施

設の整備費の補

助 

・地球温暖化対策に資する医療施設の整備を行う医療機関に対し、

補助を行いました。 

（補助件数 ４件） 

― 
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再エネ・省エネ

促進セミナーの

開催 

・再エネ・省エネの先進事例の紹介やコージェネレーションシステ

ムの認知度向上を図るため、民間事業者向けの再エネ・省エネ促

進セミナーを開催しました。 

（会場及びオンラインライブ配信の参加人数 114人） 

― 

エネルギー対策

特別融資制度の

運用 

・「エネルギー対策特別融資制度」を運用し、県内中小企業におけ

る省エネルギー設備、再生可能エネルギー設備等の導入促進に取

り組みました。  

― 

省エネ相談窓口

の設置 

・省エネに関する相談窓口を開設し、専門家による現地相談(省エネ

診断)を実施しました。 

（相談件数 65件） 

― 

脱炭素に関する

各種講座の開催 

・各種講座(経営者向け、技術者向け、業種別補助金セミナー、ZEB

見学会)を実施しました。 

（開催回数 7回） 

― 

福岡県地球温暖

化防止活動推進

センターにおけ

る啓発活動（再

掲） 

・福岡県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、環境学習会な

ど県民、事業者に対する普及啓発を実施しました。（啓発人数 

14,833 人） 

― 

エコ事業所の登

録・応援 

・「エコライフ応援サイト」の運用等を通じて、エコ事業所の活動を

支援するとともに、他の模範となる取組を実施した事業所を表彰し

ました。 

（登録事業者数 2,670事業者) 

― 

 

（エ）公共施設における取組 

エネルギー政策

推進本部会議の

開催 

・エネルギー施策を全庁的に推進するためエネルギー推進本部会議

を開催しました。 

（開催回数１回） 

― 

県有施設におけ

る高効率照明

（LED照明）の

導入 

・県有施設の照明を高効率照明（LED照明）に順次改修しました。 ― 

県有施設への太

陽光発電設備の

導入・省エネ改

修の実施 

・太陽光発電設備の導入に向けて、26施設において設計・施工を

行いました。さらに、県有施設への太陽光発電設備導入を加速化さ

せるため、令和 6年度から令和 7年度にかけて、設計・施工一括発

注方式により、32の県有施設で整備を行いました。また、1施設に

おいて省エネ改修（LED照明）を行いました。 

 

 

（オ） 農林水産業における取組 

省エネルギー施

設や技術の導入

に要する経費を

助成 

・省エネルギー施設・技術の導入を助成しました。 

（補助件数 13件、補助金額 135,765千円） 

― 

木質バイオマス

の利用促進 

・木質バイオマス発電施設の FIT申請（変更）を計画する事業者に

対して、燃料調達に関する助言等を行いました。 

― 
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農林漁業応援団

体の募集・登

録・認定の推

進、農林漁業体

験ツアーや産地

ツアーの実施 

・「地産地消応援ファミリー」については、イベントにおける登録

キャンペーンの実施や、包括連携協定締結企業等に対して、「農

林漁業応援団体」と併せて社員への登録を推進しました。 

（応援ファミリー67,373世帯、応援団体 1,042団体） 

・「地産地消応援の店」については、SNSを活用した PRや他の登

録制度との連携により認定拡大を図りました。 

（店舗数 1,948店舗） 

・農林漁業体験ツアーを開催しました。 

（開催回数 30回、参加者数 776人） 

・「応援の店」の県産食材の利用拡大のため、県産食材産地ツアー

を開催しました。 

（開催回数 ３回、参加者数 46人）  

第 11 条

第 1 項、

第 2 項、

第 12 条

第 1 項、

第 2項 

地域での食育・

地産地消の推進

支援、直売所連

絡協議会の開催 

・大牟田市他１市、１団体が実施する食育活動に対して助成しまし

た。 

・直売所連絡協議会の研修会の開催や県庁ロビー出張販売への支援

を実施しました。 

（研修会開催回数 ２回、ロビー販売回数 17回） 

第 11 条

第 1 項、

第 2 項、

第 12 条

第 1 項、

第 2項 

調理実習での柿

の皮むき体験や

学校における食

育出前講座の開

催、食育動画の

作成・活用 

・小中学校の調理実習等の授業で活用する柿を無償提供しました。 

（提供学校数 255校） 

・小中学生を対象に、野菜ソムリエや JA全農ふくれんなどを講師

として、食育出前講座を実施しました。 

（実施学校数 36校）。 

・小中学校の総合学習や給食の時間に活用できる食育動画を作成し

ました。 

（動画数４品目） 

第 11 条

第 1 項、

第 2 項、

第 12 条

第 1 項、

第 2項 

ホームページや

SNS での食育・

地産地消情報の

提供 

・ホームページや「応援ファミリー」向けメルマガの配信等によ

り、食育や地産地消に関する情報を発信しました。 

（ホームページ PV数 110,042PV、メルマガ配信回数 34回、インス

タグラム投稿回数 121回、フェイスブック投稿回数 121回） 

第 11 条

第 1 項、

第 2 項、

第 12 条

第 1 項、

第 2項 

 

（カ）脱炭素型の都市・地域づくりの推進 

市町村と民間事

業者が連携した

公共空間を活用

したまちづくり

に対する支援 

・社会実験の実施やその効果検証、社会実験を踏まえた今後の戦略

設計等を対象に、大牟田市と筑後市、宗像市の３市に対して補助

を行いました。 

 

 

（再生可能エネルギーの導入拡大・利用促進） 

再生可能エネル

ギー導入支援シ

ステムの運用 

・再生可能エネルギー導入支援システムを運用し、再生可能エネル

ギーの導入検討に必要な基本情報を県民に提供しました。 

（システムの利用者数 累計 10,906人） 

― 

福岡県エネルギ

ー総合情報ポー

タルサイト「ふ

くおかのエネル

ギー」の運用 

・ふくおかのエネルギーを用いて、県民・事業者の方にエネルギー

関連助成制度や再エネ関連設備及びコージェネレーション設備導

入における関連許認可等の手続をはじめとするエネルギー関連情

報を提供しました。 

（利用者数累計 110,354人） 

― 
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再生可能エネル

ギー導入支援ア

ドバイザーの派

遣 

・県内の民間企業に対しエネルギーの専門的知見を有するアドバイ

ザーを派遣し、小水力発電について助言・指導を行いました。 

（派遣回数 ２回） 

― 

エネルギー対策

特別融資制度の

運用（再掲） 

・「エネルギー対策特別融資制度」を運用し、県内中小企業におけ

る省エネルギー設備、再生可能エネルギー設備等の導入促進に取

り組みました。  

― 

エネルギー政策

推進本部会議の

開催（再掲） 

・エネルギー施策を全庁的に推進するためエネルギー推進本部会議

を開催しました。 

（開催回数１回） 

― 

エネルギー先端

技術展の開催 

・エネルギー分野への民間企業の関心を高め、エネルギー産業の支

援・育成を図るため、「エネルギー先端技術展」を開催しました。 

（出展社・団体数 52社・団体、来場者数 17,023人） 

― 

ペロブスカイト

太陽電池を県有

施設（指定避難

所）に導入 

・ペロブスカイト太陽電池の県有施設（指定避難所）への導入に向

けた設計業務を実施しました。 

（実施件数 １件） 

 

ペロブスカイト

太陽電池の普及

拡大に向けた実

証支援 

・ペロブスカイト太陽電池の普及拡大に向け、民間事業者による実

証事業を支援しました。（補助件数３件） 

 

風力発電メンテ

ナンス技術者の

育成及び学生向

け風力発電体験

会の開催 

・離職者を対象に、風力発電設備のメンテナンス業務に必要な技能

を習得する公共職業訓練（委託訓練）を実施しました。 

（参加者 8名） 

・県内の高校、高等専門学校の学生を対象に、風力発電産業の知識

を習得する体験会を実施しました。 

（参加者 442名） 

 

洋上風力発電へ

の関係者の理解

醸成及び合意形

成 

・再エネ海域利用法に基づく洋上風力発電の促進区域の早期指定に

向けた関係者の理解醸成及び合意形成を図るため、関係者との個

別協議に加え、先行地域の視察を行い、現地関係者との意見交換

等を実施しました。 

― 

洋上風力発電に

おける産業集積

促進 

・風力発電産業の集積及び県内企業の参入促進に向け、風力発電振

興会議による総会・セミナー、勉強会及び視察会を開催しまし

た。 

（総会・セミナー １回、勉強会 ２回、視察会１回） 

・風力発電産業振興会議会員企業に対して風力発電に関する専門家

を無料で派遣し、参入を支援 

（実施件数 1件） 

・本県の風力発電に係る取組の PR及び風力発電振興会議会員の商

談機会を提供するため、国際風力発電展に共同出展しました。

（出展者数 ３者） 

・洋上風力発電産業を牽引する人材を育成するため、洋上風力に係

る人材育成講座を受講する企業への受講料の助成を行いました。

（助成件数 ８件） 

― 

共同購入による

太陽光発電設備

等の導入促進 

・スケールメリットにより太陽光発電設備等の購入費用を低減する

仕組み（共同購入）を構築し、家庭や企業における太陽光発電設

備の導入促進を図りました。 

・協定を締結した実施事業者が、共同購入により太陽光発電設備等

の購入価格を低減し、住宅等への導入を促進しました。  

（住宅：101件 事業所：0件） 

 

国の「J-クレジ

ット制度」を活

用 し た 家 庭 の

・太陽光発電設備を導入した家庭等（加入日時点で過去２年以内に

設置）を対象に「福岡カーボンクレジット俱楽部」への参加者を

募集しました。 
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CO₂排出削減量

取引の実施 

 (加入者 123名、1事業者) 

電 力 販 売 契 約

（PPA)によるモ

デル団地への太

陽光発電設備の

導入に対する助

成 

・ZEH基準を超える省エネ性能を有し、PPAにより太陽光発電設備

を導入した「福岡未来づくり住宅」の普及促進を図りました。 

・「福岡未来づくり住宅」入居者から収集した電気料等のデータを

元に、専門監修のもと、効果の分析と検証結果を踏まえた PR を

行いました。 

 

― 

県有施設への太

陽光発電設備の

導入・省エネ改

修の実施（再掲） 

・太陽光発電設備の導入に向けて、26施設において設計・施工を

行う。さらに、県有施設への太陽光発電設備導入を加速化させる

ため、令和 6年度から令和 7年度にかけて、設計・施工一括発注

方式により、32の県有施設で整備を行いました。また、1施設に

おいて省エネ改修（LED照明）を行いました。 

― 

木質バイオマス

の利用促進（再

掲） 

・木質バイオマス発電施設の FIT申請（変更）を計画する事業者に

対して、燃料調達に関する助言等を行いました。 

― 

バイオマスの利

用促進 

・消化ガスを有効利用した発電事業を実施しました。 ― 

「生涯あんしん

住宅」における

創エネ機器の展

示 

・「安全・安心な住まい」「環境に配慮した快適な住まい」「地産

地消の住まい」をコンセプトとした県のモデル住宅展示場「生涯

あんしん住宅」において、太陽光発電、太陽熱・地中熱利用設備

の展示を実施しました。 

（来場者数：3,161名） 

 

県管理ダムを活

用した水力発電 

・県が管理するダムの落差を活用して水力発電を行い、ダムの管理

用電源として利用しました。 

― 

 

（水素エネルギー利活用の推進） 

地産地消型水素

製造プロジェク

トの県内展開の

推進 

・県内各地における水素サプライチェーンの展開に向けて水素製造

プロジェクトの事業可能性調査に対して支援を行いました。  
― 

FC 商用車の燃料

費補助 

・FC商用車の燃料費補助を行いました。 

（補助件数：17件） 
 

FC 商用車に対応

した水素ステー

ションの運営費

補助 

・FC 商用車に対応した水素ステーションに対し、運営費補助を行い

ました。 

（補助件数：６件） 

 

大規模水素ステ

ーションの建設

に向けた議論の

実施 

・令和７年５月に「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」の

「中核地方公共団体」に選定されたことを追い風として、大規模水

素ステーションの早期建設・稼働に向け、関係事業者と議論を実施

しました。 

 

FC トラックのメ

ンテナンス人材

の育成 

・県高等技術専門校のカリキュラムに組み込み、年間を通して授業を

行いました。 
― 

水素関連産業の

集積 

・技術アドバイザーを県内企業に派遣し、水素関連分野への参入や水

素利活用に関する助言を行いました。 

（派遣回数 19回） 

・水素・燃料電池関連製品に求められる技術・部品等の情報提供を行

う部品研究会の開催や水素関連事業に携わる人材を育成する人材

育成講座を実施しました。 
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（部品研究会参加者数 107人、人材育成講座参加者数 56人） 

・水素関連製品開発に対する助成や、展示会への出展支援を行いまし

た。 

（製品開発助成件数 ６件、展示会出展支援件数 ９社） 

 

（循環型社会の推進） 

プラスチックの

資源循環の促進 

・使い捨てプラスチックの使用削減やリサイクル推進等に向けて、

それぞれの取組の現状・課題について情報共有を行うため、業界

団体・行政・学識経験者等幅広い関係者で構成した「ふくおかプ

ラスチック資源循環ネットワーク会議」を開催しました。 

（開催回数 １回） 

・プラスチックごみ削減に取り組む「ふくおかプラごみ削減協力

店」の登録数の拡大を図るとともに、県民や事業者の使い捨てプ

ラスチックの使用削減等の取組を促進する「ふくおかプラごみ削

減キャンペーン」を 10月に実施しました。 

（協力店登録数 4,653店） 

・県内から排出される様々な使用済プラスチックのリサイクルを促

進するため、再生プラスチックに係るニーズ・シーズ調査を実施

しました。 

・バイオプラスチック等の代替品の適切な利用促進のため、先進的

なプラスチック代替製品の開発支援等を実施しました。 

（開発支援数 2件） 

・市町村におけるプラスチック分別収集・再資源化の取組を促すた

め、市町村が行う分別収集・再資源化の実証を支援しました。ま

た、複数市町村が連携した再資源化体制構築のための検討を開催

しました。 

（実証：小郡市 1件） 

（検討会：小郡市 3回開催、糸島市 4回開催）  

第 22 条

第 1項 

 

②温室効果ガスの吸収源対策（緩和策） 

（森林の整備・保全） 

治山事業による

森林整備 

・水源のかん養機能や土砂災害の防止機能が低下した森林におい

て、間伐等の森林整備を実施し機能回復を図りました。 

（間伐等面積 18.14ha） 

第 17条 

森林整備の支援

（再掲） 

・森林の有する公益的機能の発揮と森林資源の循環利用を推進する

ため、間伐等の森林整備とそれと一体となった路網整備を支援し

ました。 

（造林事業 植栽面積 386ha、間伐面積 590ha、森林作業道 106

㎞）  

第 17条 

荒廃森林の整備

（再掲） 

・平成 30年度から令和９年度までの 10年間で公益的機能が発揮で

きなくなる恐れのある森林約１万 haの荒廃を未然に防止するた

め、市町村が実施する強度間伐等の森林整備を支援しました。 

（強度間伐面積 累計 9,994ha） 

第 17条 

 

（県民参加の森林づくりの推進） 

県民参加の森林

づくり活動（再

掲） 

・森林を県民共有の財産として社会全体で守り育てる気運の向上に

向け、県民参加による森林づくりを推進するため、ボランティア団

体等が実施する活動を支援しました。 
第 17条 
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（団体数 53団体、参加者数 23,015人） 
 

 

（緑地の適切な保全及び緑地空間の創出等による地域緑化の推進） 

県有施設緑化の

推進 

・県立高校２箇所において、緑化木の植栽など、緑地の整備を実施

しました。  
第 17条 

 

（CO2 固定のための県産木材の長期的利用） 

都市部の木材利

用促進（再掲） 

・木造ビルの実現に向け建築に使用する県産木材の供給体制づくり

等の支援を行うとともに、木造ビルの設計や提案に必要なノウハ

ウを習得するための講座を開催しました。 

（参加者数 34人） 

― 

 

③気候変動の影響への適応（適応策） 

ホームページ等

を通じた普及啓

発 

・県広報誌や県ホームページ、県公式 SNS等により、熱中症予防の

普及啓発、注意喚起を行いました。 
― 

蚊のモニタリン

グ調査の実施

（再掲） 

・感染症を媒介する蚊が発生する 5月～10月にかけて、県が設定し

た定点モニタリング地点において、蚊の生息密度を定期的に調査

し、感染症の発生リスクを評価しました。 

― 

自然災害発生時

における感染症

の発生動向の調

査・公表 

・年間を通して、災害が発生した際には感染症の発生状況の把握及

び分析を行いました。 
― 

 

（３）大気・水・土壌環境保全対策 

（大気環境の常時監視体制の整備） 

大気汚染常時監

視測定局（10局）

の運営 

・県内各地に整備した大気常時監視測定局（10局）で、大気汚染物

質を測定するとともに、ホームページで測定結果を公表しまし

た。 

第 21条 

第 2項 

大気汚染常時監

視測定局（４

局）の運営 

・大気常時監視測定局（４局）で、大気汚染物質を測定するとと

もに、ホームページで測定結果を公表しました。 

第 21条 

第 2項 

公害測定機器等

の整備 

・大気常時監視測定局に備え付けられている、窒素酸化物計１台

を更新しました。 

第 21条 

第 2項 

 

（大気汚染防止対策） 

微小粒子状物質

（PM2.5）の監視

測定 

・大気常時監視測定局（14局）で、微小粒子状物質（PM2.5）を測

定するとともに、ホームページで測定結果を公表しました。 

第 21条 

第 2項 

光化学オキシダ

ントの監視測定

（10局） 

・大気常時監視測定局（10局）で、光化学オキシダントを測定す

るとともに、ホームページで測定結果を公表しました。 

第 21条 

第 2項 

光化学オキシダ

ントの監視測定

（４局） 

・大気常時監視測定局（４局）で、光化学オキシダントを測定す

るとともに、ホームページで測定結果を公表しました。 

第 21条 

第 2項 
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災害時大気監局

観測体制と情報

発信体制の運用 

・災害や停電時でも途切れのない大気環境監視体制と、高濃度大気

汚染事象の発生時に迅速な注意報発令等の発信を行う体制の、保

守運用を行いました。 

第 21条 

第 2項 

ダイオキシン類

の検査 

・ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設に対する立入検査及

び排出ガスに係るダイオキシン類の検査を実施し、排出基準の

遵守状況を確認しました。 

第 21条 

第 2項 

水銀排出施設に

対する立入検査

及び排出ガスに

係る水銀の検査

の実施 

・県内の大気汚染防止法の水銀排出施設に対する立入検査及び排

出ガスに係る水銀の検査を実施し、排出基準の遵守状況を確認

しました。 

第 21条 

第 2項 

ばい煙発生施設、

VOC排出施設に対

する立入検査及

び排出ガスに係

る二酸化硫黄等

の検査の実施 

・県内の大気汚染防止法のばい煙発生施設、VOC 排出施設に対する

立入検査及び排出ガスに係る二酸化硫黄等の検査を実施し、排出

基準の遵守状況を確認しました。 

第 21条 

第 2項 

福岡県地球温暖

化防止活動推進

センターにおけ

る啓発活動（再

掲） 

・福岡県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、福岡エコラ

イフ応援サイトを用いて啓発活動を実施しました。 

（サイト閲覧数 129,255回） 

― 

自転車通行空間

の確保（再掲） 

・安全で快適な自転車利用環境を創出するため、自転車通行空間

の整備を実施しました。 

 

都市部における

渋滞緩和 

・バイパス整備や現道拡幅により、交通の円滑化を図る道路の整

備を行いました。 

・交通の円滑化と広域高速ネットワークの形成を図るために、都

市高速道路の整備を行いました。 

― 

地域公共交通利

用促進イベント

の実施（再掲） 

・各圏域市町村と連携した公共交通の利用促進に向けた取組みを検

討、実施しました。 

・県内各地で開催される交通関係イベントへ参加しました。 

― 

自転車活用の推

進（再掲） 

・自転車がもつ魅力発信のため、市町村等が県内で新たに実施す

る自転車イベントへの補助を実施しました。 

（補助団体：１団体） 

― 

公共交通の利用

促進（再掲） 

・福岡県内にて実施される公共交通利用促進キャンペーンにおけ

る啓発活動への支援を実施しました。 

― 

FC 商用車の燃料

費補助（再掲） 

・FC商用車の燃料費補助を行いました。 

（補助件数：17件）  

― 

解体等工事現場

の監視及び特定

粉じんモニタリ

ング調査の実施 

・特定粉じん排出等作業を伴う解体等工事現場に対する監視体制

を強化するため、必要な検査キットや分析体制の整備と運用を

実施しました。 

第 21条 

第 2項 

「アスベスト含

有建材調査」VR

講習会の開催 

・解体現場等からのアスベストの飛散を防止するため、県職員の

監視能力向上を目的に VR講習会を開催しました。 

第 21条 

第 2項 

有害大気汚染物

質の調査 

・有害大気汚染物質 22物質について、県内３か所の観測地点でモ

ニタリング調査を実施しました。 

第 21条 

第 2項 

ＡＩ技術を活用

した大気汚染予

測情報の発信 

・大気汚染物質の濃度予測シミュレーションを行い、その予測結

果をＷｅｂ公開・ＳＮＳ配信しました。 

 

第 21条 

第 2項 

 

（水環境の監視体制の整備） 
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公共用水域や地

下水の常時監視 

（公共用水域） 

・県内の公共用水域の水質については、水質測定計画に基づき、

国・独立行政法人水資源機構・北九州市・久留米市とともに環

境基準点で環境基準の達成状況を監視しました。 

（地下水） 

・県内における地下水の水質汚濁の状況を監視するため、水質汚

濁防止法に基づき、地下水調査を実施しました。 

第 21条 

第 1項 

 

（水質保全対策） 

排水基準監視調

査 

・排水基準が適用される特定事業場に対して立入検査等を行い、

基準違反に対しては改善命令等の行政措置を講じることによ

り、排水水質の改善を図りました。 

・排水基準が適用されない小規模な特定事業場に対しては、｢福岡

県小規模事業場排水水質改善指導要領｣に基づいて排水水質の改

善指導を行いました。 

第 21条 

第 1項 

下水道未普及解

消のための新規

整備 

・生活環境改善や河川・海などの公共用水域の水質環境改善のた

め下水道の施設整備を実施しました。 

第 21条 

第 1項 

市町村への補助

を通じた浄化槽

整備の促進 

・生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、「福岡県

浄化槽設置整備事業補助金」による市町村（北九州市、福岡市

を除く）への財政支援を通じて浄化槽整備の促進を行いまし

た。 

（浄化槽補助基数：R7実績：1,870 

汚水処理人口普及率：８月末頃確定予定） 

） 

第 21 条

第１項 

都市計画道路の

整備 
・都市計画道路における新設、改築等の整備を推進しました。 ― 

雨水浸透施設の

整備 

・県が管理する一般国道及び県道の改築、修繕等において、雨水

浸透施設（透水性舗装等）の整備を実施しました。 
― 

森林整備の支援

（再掲） 

・森林の有する公益的機能の発揮と森林資源の循環利用を推進す

るため、間伐等の森林整備とそれと一体となった路網整備を支

援しました。 

（造林事業 植栽面積 386ha、間伐面積 590ha、森林作業道 106

㎞）  

第 17条 

荒廃森林の整備

（再掲） 

・平成 30年度から令和９年度までの 10年間で公益的機能が発揮

できなくなる恐れのある森林約１万 haの荒廃を未然に防止する

ため、市町村が実施する強度間伐等の森林整備を支援しまし

た。 

（強度間伐面積 累計 9,994ha）  

第 17条 

モニタリング（環

境測定）・水環境

の保全に関する

研究 

・保健環境研究所において、定期的なモニタリング（環境測定）

を行うとともに、水環境の保全に関する研究を推進しました。 

第 21条 

第 1項 

県が管理する海

岸の清掃等を行

うボランティア

団体に対する支

援 

・県が管理する海岸において清掃等の愛護活動を行う団体を、海

岸愛護団体として登録しました。 

・登録団体に対し報償金の支給、保険の加入等の支援制度を実施

しました。 

第 24条 

第 1項 
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有害物質等地理

情報システムの

運用 

・水質汚濁防止法等で定める有害物質等を使用又は貯蔵している

事業場について、関係機関が所有するデータを web上で集約

し、事故時において、関係機関が地図上で瞬時に被災施設を特

定し、使用物質等の情報を閲覧できるシステムを運用し、関係

機関と情報共有を行いました。 

第 21条 

第 1項 

 

（土壌環境保全対策） 

説明会の開催 
・説明会を開催し、法令に基づく届出等の履行について周知徹底を

図りました。 
― 

土壌汚染の状況

の把握 

・土壌汚染のおそれがある土地について、調査を指導するとともに、

土壌汚染が見つかった土地については区域の指定等を行い、適正

に管理しました。 

― 

土壌汚染による

県民の健康被害

の防止 

・県民への健康被害を防止するため、事業者に対して、土壌汚染に

よる周辺環境へのリスクを適切に管理するよう指導しました。 
― 

土壌汚染の実態

把握、対策の実施 

・汚染地域の対策協議会を開催するとともに、汚染対策の実施啓発

チラシの配布、対策の実施状況の調査、汚染状況の調査を実施し

ました。 

（対策の実施状況の調査回数 ３回、汚染状況の調査地点数 ３点） 

第 9 条 

 

（４）普及啓発 

生物多様性プラ

ットフォームの

運営 

・令和３年度に構築した生物多様性情報総合プラットフォーム「福

岡生きものステーション」を運用し、県民に生物多様性に関する

情報を発信しました。 

― 

福岡県地球温暖

化防止活動推進

センターにおけ

る県民・事業者

に対する啓発活

動（再掲） 

・福岡県地球温暖化防止活動推進センターにおいて、省エネルギー

対策に関する啓発活動を実施しました。（啓発人数 14,833

人 ）  

― 

県内中小企業の

脱炭素経営の導

入を推進 

・県内中小企業を対象に、温室効果ガス排出量の算定、削減目標の

設定および脱炭素経営計画の策定を支援しました。 

 （排出量の算定：24社、削減目標の設定：24社） 

 

こどもエコクラ

ブ事業の実施 

・県内のこどもエコクラブの活動を支援するとともに、こどもエコ

クラブの啓発活動を実施した。 

（地域環境協議会のイベントでの情報提供回数 ５回） 

― 

環境教育副読本

等作成事業の実

施 

・環境教育副読本等を作成し県内の５年生児童や小学校教諭へ配布

した。 

（環境教育副読本作成部数 28,300部） 

― 

浄化槽に関する

講習会・研修会

の実施 

・県民・市町村を対象としたシンポジウムや、浄化槽の保守点検業

者への研修、講習会を開催し、浄化槽の整備促進や維持管理の適

正化を推進しました。 

第 21 条

第１項 
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【目標指標の進捗】  

指標 
当初値 

(R2年度) 

目標値 

(R8年度) 

現状値 

(R7年度) 

生物多様性プラットフォーム（HP）ア

クセス数 
177,391件 

384,200 件 

※当初目標値 

（266,100件）を 

上方修正 

312,267 件 

農地等の維持・保全に取り組む面積 41,545ha 42,180ha 42,115ha 

温室効果ガスの総排出量の削減率 
22.9% 

（2018(H30)年度） 
38.3% 

35.2% 

(2023(R5)年度) 

再生可能エネルギー発電設備導入容

量 
269 万 kW 405 万 kW 380万 kW 

環境基準の達成率 

大気(SPM、NO2： 

100％) 

水質(BOD、COD： 

76.1％) 

DXN 類（大気、公 

共用水域水質、公

共用水域底質、地

下水、土壌：100

％） 

環境基準達成率向

上・達成維持（毎

年度） 

大気(SPM、NO2： 

集計中) 

水質(BOD、COD： 

集計中) 

DXN 類（大気：集計

中、公共用水域水

質：集計中、公共用

水域底質：集計中、

地下水：集計中、土

壌：集計中） 

 

実践条例関係事業（環境保護関係） 

日本側４県と韓

国側１市３道と

の環境分野にお

ける共同事業の

実施 

・実務者会議を開催し、共同事業として「環境政策・研究事例発表

会」を実施しました。 

（実務者会議開催回数 １回）  

第 21 条

第 2項 

海岸漂着ごみの

発生抑制に係る

普及・啓発事

業、調査の実施 

・日韓海峡沿岸８県市道による海岸漂着ごみ一斉清掃を開催すると

ともに、回収した海岸漂着ごみを使ったアート作品を制作・展示

する取組を実施しました。 

・県内の海岸や河川、道路等での清掃活動を促す取組を実施しまし

た。 

・海岸漂着物等の効果的な発生抑制のための調査として、海岸ごみ

組成調査を実施するとともに、河川及び河川周辺の陸域散乱ごみ

実態把握調査の結果をもとに作成した「福岡県散乱ごみ対策事例

集」を市町村等に展開し、県内における散乱ごみ対策の実施促進

を図りました。  

第 24 条

第 1項、

第 2項 

林地開発等許可

地防災体制強化

事業 

・林地開発許可等の開発地において、防災施設が適切に施工されて

いるか、監視パトロールを実施し、土砂流出及び水害等の災害を

未然に防止しました。 

第 19 条

第 2項 
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（監視対象箇所数 14箇所） 
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４ 人と動物の共生社会づくり 

（１）人と愛玩動物の関係性の向上 
（動物愛護と適正飼養等の普及啓発） 

動物愛護推進講

師の派遣 

・講師を派遣し、動物愛護教室を実施しました。 

（実施回数 19回、参加者数 586人） 
― 

動物愛護フェス

ティバルの実施

（再掲） 

・動物愛護フェスティバルにおいてペットスケッチコンクール表彰

式、展示等を実施しました。 

日時：令和 7年 11月２日（日） 

場所：県営天神中央公園  

― 

 

（所有明示措置の推進） 

（公財）福岡県動

物愛護センター

の譲渡する犬猫

にマイクロチッ

プの装着の実施 

・（公財）福岡県動物愛護センターから直接譲渡した犬猫及びセン

ターの譲受登録団体へ譲渡する犬猫について、マイクロチップを

装着した犬猫を譲渡しました。 

 （譲渡数 246頭）  

― 

 

（動物愛護教育の推進） 

動物飼育相談体

制の整備及び動

物飼育促進のた

めの管理職研修 

・動物飼育相談体制を整備しました。 

（電話相談６回、訪問指導４回） 

・動物飼育促進のための管理職研修を実施しました。 

・第１回新任教頭研修（５月 12日）において、福岡県獣医師会理事

處愛美先生を講師に招き、「獣医師の願い 地球の未来を託す子供

たちへ」と題して講話を実施しました。 

（参加者数 107名）  

― 

動物愛護教室の

実施 

・（公財）動物愛護センター及び各保健福祉（環境）事務所において

動物愛護教室を実施しました。 

（実施回数 19回、参加者数 586名）  

― 

 

（地域猫活動の推進） 

各市町村で実施

する地域猫活動

に対する補助 

・地域猫活動を行っている市町村に対して、不妊去勢手術等に係る

費用の補助を行いました。 

（実施市町村数 16市町村、手術頭数 732頭）  

― 

 

（犬及び猫の引取り数削減と譲渡促進） 

ペット飼育アド

バイザーの派遣 

・ペット飼育支援アドバイザーを派遣し、飼養継続に困難に感じて

いる飼い主の方等に相談対応を行いました。 

（派遣地域数 ７地域、派遣者数 13人） 

― 

（公財）福岡県動

物愛護センター

HP の保守管理業

務 

・団体譲渡及び個人間譲渡の犬猫情報を掲載し、譲渡を促進しまし

た。 
― 

馴化や授乳が必

要な犬猫の譲渡

に取り組む動物

・譲渡が困難な犬猫についても譲渡数を増やすため、動物愛護団体

に対し、馴化や授乳が必要な犬猫を譲渡可能な状態にするまでに

かかった費用を助成しました。 

（助成団体数 14団体） 
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愛護団体に対す

る助成 

 

（様々な分野における愛玩動物の活用） 

社会奉仕・体験活

動応援事業の実

施 

・少年サポートセンター等の立ち直り支援機関が支援する非行等の

問題を抱える少年と、社会奉仕・体験活動の機会を提供する協力団

体とのマッチングを実施しました。 

― 

障がい児に対す

るホースセラピ

ーの実施 

・県内の重複障がい児、発達障がい児等を対象に、福岡県馬術競技

場において、ホースセラピーを実施しました。 

（参加校 ２校、参加者数２４人） 

― 

補助犬の普及啓

発に対する支援 

・補助犬育成団体への支援を通じて、補助犬の普及啓発を実施しま

した。 
 

補助犬の育成に

対する支援 
・補助犬育成団体への支援を通じて、補助犬の育成を実施しました。 ― 

 

（２）災害発生時等に備えた体制整備 
（災害救助犬を活用した救助体制の整備） 

総合防災訓練の

開催 

・消防・警察・自衛隊や行政、ＮＰＯ法人(日本レスキュー協会)等の

防災関係機関が一堂に会し、大規模災害発生時における連携の強

化、防災技術の向上並びに広く県民に対する普及啓発を図ること

を目的とした訓練を開催しました。 

（令和 7年度訓練） 

日程：5月 25日 

場所：春日市・大野城市・那珂川市  

― 

 

（犬や猫の飼い主等への普及啓発） 

飼い主向けの講

習会の開催（再

掲） 

・（公財）福岡県動物愛護センターにて、犬のしつけ方教室を実施し

ました。 

（一般コース 実施回数 12回、参加者数 82人） 

（子犬コース 実施回数 13回、参加者数 134人） 

・（公財）福岡県動物愛護センターにて、猫の適正飼養講習会を実施

しました。 

（実施回数 5回、参加者数 79人）  

― 

 

（地域防災計画等への反映） 

災害時ペット救

護における助言 

・各市町村で開催される防災訓練等において被災動物の保護及び同

行避難について適切な対策を講じることができるよう助言を行い

ました。 

― 

 

（関係機関等との連携） 

災害時ペット救

護支部の設置や

登録ボランティ

アとの連携 

・各市町村で開催される防災訓練等の機会に被災動物の保護及び同

行避難について適切な対策を講じることができるよう助言を行い

ました。  

― 



33 

 

災害発生時の愛

護動物救護対応 

・各市町村で開催される防災訓練等において、被災動物の保護及び

同行避難について適切な対策を講じることができるよう助言を行

いました。 

― 

情報伝達訓練や

救護物資の保有

状況調査 

・災害時における九州・山口各県との連携が円滑に行えるよう情報

伝達訓練を実施しました。 
― 

災害時の被災動

物の救護推進に

係る連携 

・九州動物福祉協会が運営している九州災害時動物救援センターと

連携を図り、災害時の被災動物の救護を推進しました。 
― 

 

（３）人と野生動物の共存 
（野生動物の病原体保有状況等調査） 

蚊のモニタリン

グ調査の実施（再

掲） 

・感染症を媒介する蚊が発生する 5 月～10 月にかけて、県が設定し

た定点モニタリング地点において、蚊の生息密度を定期的に調査

し、感染症の発生リスクを評価しました。 

― 

 

（鳥獣被害防止対策） 

県による一斉捕

獲の実施 

・県内９市町において、市町村域を越えた一斉捕獲を県で実施しま

した。 

第 15 条

第 2項 

民間事業者の活

用（再掲） 

・「ふくおかジビエの店」において、「ふくおかジビエフェア」を開

催しました。 

（参加店舗数 38店舗、来店者数は 5,133人） 

第 16 条

第 1項 

専門家の意見聴

取 

・外部の有識者で構成される「福岡県特定鳥獣保護管理検討委員会」

を開催しました。 

 （開催回数 イノシシ・シカ１回） 

第15条、

第 16条 

高度捕獲人材の

育成等 

・狩猟免許取得者を対象とした、ベテラン狩猟者によるマンツーマ

ン研修を行いました。 

（受講者数 37人） 

・捕獲従事者を養成するため、集合研修を行いました。 

 （わな研修会の開催回数 6回、銃猟者育成研修の開催回数 17回） 

第 15 条

第 1項、

第 16 条

１項 

侵入防止・捕獲活

動への支援（再

掲） 

・市町村が行う侵入防止柵の整備、捕獲機材の導入や研修会の開催

等、捕獲活動に係る経費を支援するとともに、地域ぐるみの被害対

策研修会を実施しました。 

（開催回数 ６回） 

第 15 条

第 1項 

 

（ジビエの消費拡大） 

ふくおかジビエ

フェアの開催 

・「ふくおかジビエの店」において、「ふくおかジビエフェア」を開

催しました。 

（参加店舗数 38店舗、来店者数は 5,133人） 

第 16 条

第 1項 

 

（森林の整備・保全） 
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里山林保全活動

等への支援 

・里山林等において活動組織が行う活動に対し支援しました。 

（活動組織数 28団体） 

・里山保全等の取組を推進するため、地域協議会、活動組織に対する

推進・指導等を行いました。 

第 17条 

森林整備の支援

（再掲） 

・森林の有する公益的機能の発揮と森林資源の循環利用を推進する

ため、間伐等の森林整備とそれと一体となった路網整備を支援しま

した。 

（造林事業 植栽面積 386ha、間伐面積 590ha、森林作業道 106㎞） 

第 17条 

荒廃森林の整備

（再掲） 

・平成 30 年度から令和９年度までの 10 年間で公益的機能が発揮で

きなくなる恐れのある森林約１万 ha の荒廃を未然に防止するた

め、市町村が実施する強度間伐等の森林整備を支援しました。 

（強度間伐面積 累計 9,994ha） 

第 17条 

県民参加の森林

づくり活動（再

掲） 

・森林を県民共有の財産として社会全体で守り育てる気運の向上に

向け、県民参加による森林づくりを推進するため、ボランティア団

体等が実施する活動を支援しました。 

（団体数 53団体、参加者数 23,015人） 

第 17条 

 

（中山間・過疎地域の振興） 

緩衝地帯の整備 ・里山林内において、野生動物が身を隠すことができない見通しの良

い緩衝地帯の整備を支援しました。 

 （市町村数 ７市町（直方市、八女市、うきは市、糸島市、久山町、

岡垣町、築上町）） 

第 15 条

第 1項 

中山間地域等直

接支払制度の活

用を支援（再掲） 

・中山間地域等直接支払制度を活用した水路の泥上げや農道の草刈

りといった地域の共同活動を支援しました。 

 ※実績は７月末に確定予定 

― 

薬用作物の産地

化を通じた中山

間地域振興 

・中山間地域の活力向上を図るため、薬用作物研修会及び大学と連携

した新たな品目の開拓に向けた調査を行いました。 

（研修会１回、自生地調査 13市町村） 

 

 

 

【目標指標の進捗】  

指標 
当初値 

(R2年度) 

目標値 

(R8年度) 

現状値 

(R7年度) 

災害時における愛玩動物の同行避難

等に係る規定を整備している市町村 

45 市町村 

（累計） 

60 市町村 

（累計） 

59市町村 

（累計） 

有害鳥獣の捕獲者数 
3,004 人 

（累計） 

3,100 人 

（累計） 

3,323人 

（累計） 
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５ 健康づくり 

（１）自然とのふれあいを通じた健康づくり 
（豊かな自然環境を体感できる自然公園づくりとふれあい活動の推進） 

ふくおか体験活動

出前隊の派遣 

・自然物を使った工作活動を実施しました。（各青少年教育施設に

おいて通年実施） 

・地域の自然や生き物にふれあう学習を提供しました。（各青少年

教育施設において通年実施）  

― 

 

 

（都市公園や森林公園におけるふれあい活動の推進と緑豊かな環境の形成） 

四王寺県民の森管

理運営 

・福岡県立四王寺県民の森において自然観察会等を開催し、森林と

のふれあい活動を推進しました。 

（参加者数 2,964人）  

第 18 条

第１項 

夜須高原記念の森

管理運営 

・福岡県立夜須高原記念の森において自然観察会等を開催し、森林

とのふれあい活動を推進しました。 

 （参加者数 1,597人）  

第 18 条

第１項 

都市公園の整備 ・県営公園における運動施設、修景施設等の整備を推進しました。 ― 

緑の少年団交流集

会の開催 

・緑の少年団交流集会を休暇村志賀島で開催し、活動内容の発表や

木工クラフト、自然観察を実施しました。 

（参加者数 16人） 

 

 

（河川におけるふれあい活動の推進） 

保健福祉環境事務

所における水辺観

察会の実施 

・小学校等の依頼により保健福祉環境事務所において水辺観察会

を実施しました。 

（5事務所（筑紫、宗像・遠賀、北筑後、南筑後、京築）で実施） 

― 

ふくおか水辺の安

全講座の実施 

・近年多発する集中豪雨などによる水難事故に備え、NPO等と協働

で子供や保護者を対象とした「ふくおか水辺の安全講座」を、７

～８月の夏休み期間中に実施しました。 

（実施箇所数 ６箇所） 

― 

自然環境の保全、

自然観察会の実施 

・英彦山、手光ビオトープ（福津市）、南新川（うきは市）、有明

海で自然環境の保全や自然観察会を実施しました。 
― 

水生生物講座の実

施 

・水辺環境を保全する地域活動を充実させ、また、水生生物への関

心を高めていくため、地域での水辺教室等、環境保全啓発活動の

担当者に対し、識別が難しい水生生物の調査方法、見分け方等に

関する研修を実施しました。 

第 21条 

第 1項 
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（里山の整備・保全活動の支援） 

「中山間応援サ

ポーター」によ

る中山間地域へ

の支援（再掲） 

・中山間地域の集落から要請のあった祭りの準備、農地法面の防草作

業、やまももの収穫作業、シャクナゲの花がら摘み、鳥獣被害防護

柵の設置などを支援しました。 

 （参加者数 221人、支援市町村数 ５市町村、支援回数 13回） 

― 

県民参加の森林

づくり活動（再

掲） 

・森林を県民共有の財産として社会全体で守り育てる気運の向上に

向け、県民参加による森林づくりを推進するため、ボランティア団

体等が実施する活動を支援しました。 

（団体数 53団体、参加者数 23,015人） 

第 17条 

 

 

（スポーツや運動への参加促進） 

福岡駅伝の開催 

・県民スポーツ大会の競技種目の一つとして、筑後広域公園において

市町村対抗「福岡駅伝」を開催しました。 

（参加数 60市町村、参加者数 約 860人） 

― 

ふくおか健康ポ

イントアプリの

運用 

・県民の運動機会を創出するため、ふくおか健康ポイントアプリを運

用しました。 

（R8.3 月末現在累計登録者数 109,793人） 

 

― 

 

（自然を生かした街づくりの推進） 

歩行空間、公園等

の整備 

・歩行空間や河川空間等における景観整備を実施しました。 

（歩行空間の整備箇所 ３箇所、河川空間の整備箇所 １箇所、 

交差点部景観整備箇所 １箇所） 

― 

景観大会開催等

の開催 

・美しい景観選や景観展を開催し、県民が美しいまちについて考え

る機会をつくりました。 

（景観展開催回数 アクロス福岡 １回、県庁 ２回、その他会場 ２

回） 

・アクロス福岡で景観大会を開催し、県民や市町村の景観に対する

意識の向上を図りました。 

― 

講演会、セミナー

の開催、モデル地

域の創設、県有施

設への花壇整備

とフラワーボッ

クスの設置 

・コーディネーターと連携し、セミナーや講演会を開催することで、

「花による美しいまちづくり」の魅力を発信しました。（セミナー

開催回数：５市町 10回、講演会：朝倉市にて開催） 

・来年度のモデル地域の創設に向け、計画策定に着手しました。 

・県庁舎、総合庁舎、国立博物館等に花壇やフラワーボックスを設

置しました。また、県営都市公園４箇所に花壇及び潅水施設等の整

備を行いました。（天神中央公園、大濠公園、春日公園、中央公園） 

― 

 

（２）愛玩動物とのふれあいを通じた健康づくり 

障がい児に対す

るホースセラピ

ーの実施（再掲） 

・県内の重複障がい児、発達障がい児等を対象に、福岡県馬術競技

場において、ホースセラピーを実施しました。 

（参加校 ２校、参加者数２４人） 

― 

 

【目標指標の進捗】  
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指標 
当初値 

(R2年度) 

目標値 

(R8年度) 

現状値 

(R7年度) 

平尾台自然観察センターの入館者数 

39,980人 

(単年度)

（2018(H30)年度） 

44,000人 

(単年度) 

34,637人 

 

 

「ワンヘルスの森」来場者数 

【参考値】 

四王寺県民の森 

来場者数 254千人 

(2016(H28)～

2020(R2）年度  

5か年平均）) 

1,400千人 

（累計値） 

1,099千人 

（累計値） 
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６ 環境と人と動物のより良い関係づくり 

（１）健全な環境下における安全な農林水産物の生産等 
（GAP の取組推進） 

GAP の認証拡大、

認知度向上 

・GAPの認証拡大を推進するとともに、認知度向上を図りました。 

（国際水準 GAP の認証取得数 54 件、農業者向けの国際水準 GAP 研

修会 2日間、指導員向けの GAP指導員研修会開催回数 1回） 

第 9 条

第 1項、

第 2項 

 

（農薬の適正使用の推進） 

農薬の適切な使

用の推進 

・国と連動して実施する「農薬安全使用運動月間」（6/1～8/31）に、

農薬危害防止運動にかかるポスターやチラシの配布、農薬安全使用

講習会（２回)を開催しました。 

第 9 条

第 1項 

 

（食肉の安全確保） 

食肉・食鳥肉の細

菌検査及び残留

有害物質のモニ

タリング検査の

実施 

・食肉衛生検査所において、残留抗菌性物質の収去検査及びモニタ

リング検査を実施しました。 

（収去検査数 218検体、モニタリング検査数 208検体）  

― 

野生獣肉処理責

任者講習会の開

催及び獣肉処理

施設への監視指

導 

・狩猟期において、獣肉処理施設への監視指導を行いました。 

（実施回数 12回）  
― 

 

（家畜衛生の推進） 

農場 HACCP の推

進及び改善指導 

・県内農場の衛生状況を定期的に点検し、必要に応じて改善指導を実

施しました。 

（点検実施農場 肉用牛１戸、採卵鶏２戸、肉用鶏１戸、豚１戸） 

第 9 条

第 1項 

動物用医薬品指

示書審査の実施

（再掲） 

・動物用医薬品指示書を審査し、不適正使用を指導し、適正な使用を

推進しました。 

第 9 条

第 1項 

飼料増産推進方

策、飼料作物生

産・給与技術の確

立・普及に係る検

討、その他情報収

集・提供活動等 

・①飼料増産推進会議の開催、②奨励品種の選定、③生産性向上技術

試験、④迅速な飼料分析の実施、⑤分析結果に基づく飼料栽培管理

及び給与に係る技術指導を行い、粗飼料自給率の向上や大家畜経営

における生産コストの低減を図りました。 

第 9 条

第 1項 

 

（中山間地域の振興） 

特用林産物の生

産者への支援や

指導 

・特用林産物の造成など基盤整備を行い、地域の特色を生かした産

地体制の強化を図りました。 

（実施市町村数４市） 

― 
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（農林水産物認証制度の創設） 

ワンヘルスの理

念に沿って生産

された県産農林

水産物の認証制

度の推進 

・ワンヘルスの理念に沿って生産された農林水産物等を認証しまし

た。 

 （ワンヘルス認証経営体数 11,639経営体） 

・ワンヘルス認証サイトや認証制度紹介動画のブラッシュアップを

実施しました。 

第 7条

第 5項 

 

（２）生産・消費における環境への負荷の低減 

（環境に配慮した農林水産業の推進） 

減農薬・減化学肥

料、CO2削減に資

する農業のグリ

ーンな栽培体系

への転換や未利

用バイオマスの

有効活用支援 

・有機農業の取組を推進するため、指導員研修を実施するとともに、

環境に調和した農業の推進を図りました。 

（有機農業指導員育成 ７名、「環境負荷低減事業活動実施計画」

の認定[みどり認定] R7認定 26件（累計 35件）） 

第 9 条

第 1項 

環境保全型農業

直接支払制度の

活用を支援 

・環境保全型農業直接支払制度を活用し、減農薬・減化学肥料の取組

や有機農業等を支援しました。 

（取組団体数 75団体、活動実施面積 951ha） 

第 9 条

第 1項 

農業用プラスチ

ックの排出削減 

・農業用廃プラスチックの適正処理を推進するため、適正処理研修会

を開催しました。 
第 13条 

家畜排せつ物法

対応状況調査及

び巡回指導 

・家畜排せつ物法対応状況調査、巡回指導を実施するとともに、環境

保全部会を開催し、家畜排せつ物の適正処理の推進と堆肥の利用

の促進を図りました。 

（家畜排せつ物法対応状況調査数 399戸、巡回指導数 147回、環境

保全部会 8回） 

第 13条 

漁業者等による

藻場・干潟保全活

動を支援（再掲） 

・藻場・干潟保全活動に取り組む漁業者等に対し、活動に要する経費

を助成するとともに、技術的な指導を行いました。 

（助成・指導組織数 18組織） 

第 9 条

第 2項 

 

（食品ロスの削減） 

食品ロス削減の

推進 

・継続的に食品を提供する企業等にフードバンク協力証を贈呈しま

した。 

（フードバンクへの食品提供者数 189者） 

・食品ロス削減に取り組む飲食店や小売店等の「食べもの余らせん

隊」への新規登録を促進しました。 

（登録店舗数 2,473店） 

・食品ロス削減の機運を醸成するため、県民への波及・啓発効果に優

れた取組を称える表彰を実施しました。 

（受賞件数 8件） 

・飲食店の食べ残しを削減するため、県オリジナルの持ち帰り容器

「持って帰っていいと（eat）ボックス」をモデル店舗となる飲食

店へ配付し、利用実態と食品ロス削減効果を検証しました。 

（モデル店舗数 131店舗）  

― 

食品ロス削減マ

イ ス タ ー の 養

成・派遣 

・食品ロス削減行動を促す啓発を行うために、座学だけでなくエコク

ッキングなどの実践的な内容も講義できる講師役である「食品ロス

削減マイスター」を地域の学習会等に派遣しました。 

（派遣回数 12回） 

― 
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（３）地産地消・食育の推進 

地域での食育・

地産地消の推進

支援、直売所連

絡協議会の開催

（再掲） 

・大牟田市他１市、１団体が実施する食育活動に対して助成しまし

た。 

・直売所連絡協議会の研修会の開催や県庁ロビー出張販売への支援

を実施しました。 

（研修会開催回数 ２回、ロビー販売回数 17回） 

第 11 条

第 1、2

項、第 12

条第 1、

2項 

調理実習での柿

の皮むき体験や

学校における食

育出前講座の開

催、食育動画の

作成・活用（再

掲） 

・小中学校の調理実習等の授業で活用する柿を無償提供しました。 

（提供学校数 255校） 

・小中学生を対象に、野菜ソムリエや JA全農ふくれんなどを講師と

して、食育出前講座を実施しました。 

（実施学校数 36校）。 

・小中学校の総合学習や給食の時間に活用できる食育動画を作成し

ました。 

（動画数 ４品目） 

第 11 条

第 1、2

項、第 12

条第 1、

2項 

ホームページや

SNS での食育・地

産地消情報の提

供（再掲） 

・ホームページや「応援ファミリー」向けメルマガの配信、県公式

LINEの「ふくおかの食・地産地消情報」等により、食育や地産地消

に関する情報を発信しました。 

（ホームページ PV数 110,042PV、メルマガ配信回数 34回、 

インスタグラム投稿回数 121回、フェイスブック投稿回数 121

回） 

第 11 条

第 1、2

項、第 12

条第1項 

農林漁業応援団

体の募集・登録・

認定の推進、農

林漁業体験ツア

ーや産地ツアー

の実施（再掲） 

・「地産地消応援ファミリー」については、イベントにおける登録キ

ャンペーンの実施や、包括連携協定締結企業等に対して、「農林漁

業応援団体」と併せて社員への登録を推進しました。 

（応援ファミリー67,373世帯、応援団体 1,042団体） 

・「地産地消応援の店」については、SNS を活用した PR や他の登録

制度との連携により認定拡大を図りました。 

（店舗数 1,948店舗） 

・農林漁業体験ツアーを開催しました。 

（開催回数 30回、参加者数 776人） 

・「応援の店」の県産食材の利用拡大のため、県産食材産地ツアーを

開催しました。 

（開催回数 ３回、参加者数 46人） 

  

第 11 条

第 1項、

第 12 条

第 1項 

社食における地

産地消メニュー

の提供、食育・地

産地消イベント

の実施 

・社食を運営する事業者３社と連携し、県産農林水産物を使ったメニ

ューを開発し、県内１８企業において提供しました。 

・設置型社食のサービスを提供する事業者と連携し、県産農林水産物

を使用した商品を開発し、県内企業において提供しました。 

・開発したメニューを導入した企業の従業員を対象に、食育・地産地

消イベントを実施しました。（社内マルシェ４回、料理教室１回、

農業体験ツアー１回） 

 

第 11 条

第 1項、

第 12 条

第 1項 

学校給食への県

産米の導入支援 

・学校給食に「夢つくし」、「元気つくし」を導入する小中学校等に

対し、奨励金を交付しました。 

 （交付校数 1,077校） 

 

第 12 条

第 1項 
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（４）有益な微生物の活用 

微生物等による

生産革命をもた

らす「スマートセ

ル」実用化の推進 

・スマートセルを用いて、機能性材料・製品の開発を目指す企業に

対する支援を行いました。 

（研究開発助成数 １件） 

第 28条 

微生物を活用し

た技術・製品開発

の支援 

・県内中小企業が取り組んでいる有益な微生物を活用した技術・製

品開発に対して、生物食品研究所が保有する微生物ならびに関連

技術を活用した技術支援及び人材育成活動に取り組みました。（支

援件数 10件）  

第 28条 

 

【目標指標の進捗】  

指標 
当初値 

(R2年度) 

目標値 

(R8年度) 

現状値 

(R7年度) 

国際水準ＧＡＰの認証取得数 
37件 

（累計値） 

60件 

（累計値） 

54件 

（累計値） 

ワンへルスの実践に取り組む経営体

数（農林漁業） 
－ 

12,000経営体 

（累計値） 

11,639 経営体 

（累計値） 

中山間応援サポーター活動への参加

者数 

71人 

(単年度) 
240人 

(単年度) 

221人 

（単年度） 【参考】141人 

(単年度) 

(2019(R1)年度） 

ふくおか地産地消応援の店の数 
1,659店 

（累計値） 

2,200店 

（累計値） 

1,948店 

（累計値） 
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７ ワンへルス実践の基盤整備 

（１）啓発活動の推進 

県民参加型イベ

ントの開催（再

掲） 

・筑後地域と北九州地域で、身近でわかりやすいワンヘルスをテー

マとした県民参加型イベント「ワンヘルスフェスタ 2025」を開

催しました。開催にあたっては、テレビ等を活用した広報により

集客を図りました。（参加者数 筑後地域 1,700人、北九州地域 

3,500人） 

― 

ワンヘルス推進

の象徴となるロ

ゴマークの活用 

・ワンヘルスの理念の認知率向上及び機運の醸成を図るために、ワ

ンヘルス推進の象徴となるロゴマークをイベント等を通じて活用

しました。 

― 

ポータルサイト

を活用した情報

発信（一部再

掲） 

・「福岡県ワンヘルス推進ポータルサイト」を活用して、ワンヘル

スに関する情報を総合的に発信しました。 

・既存のワンヘルス推進ポータルサイトを改修し、身近なワンヘル

スの取組内容を投稿できるページを新たに開設するとともに、サ

イト全体の構成を見直しました。 

― 

啓発資料等の配

布（再掲） 

・ワンヘルスの認知率を向上させるため、イベント等においてワン

ヘルスロゴマークをデザインしたノベルティの配布やバッジの着

用を実施しました。 

・ワンヘルスに関するポスターや冊子、動画を、関係団体やイベン

ト等を通じて、配付・配信し、ワンヘルスの理解促進を図りました。 

― 

テレビによる広

報（再掲） 

・「ワンヘルスフェスタ 2025」の開催に合わせて、ワンヘルスに

関する情報をテレビで発信しました。 

（CM 15本） 

― 

ワンヘルスの啓

発のためのカー

ドゲームの制作 

・啓発ツールとしてカードゲームを活用しました。 

・カードゲームを運営できるファシリテーターを養成しました。

（２月にファシリテーター養成講座開催。） 

― 

「大阪・関西万

博」におけるワ

ンヘルスに関す

る情報発信 

・「大阪・関西万博」において、本県のワンヘルスの取組をはじ

め、ワンヘルスの理念や実践の必要性を発信するシンポジウムを

開催しました。（来場者数 3,617人） 

― 

ワンヘルスマス

ター育成プログ

ラムの実施 

・行動計画の７つの柱に沿ったプログラムを実施し、ワンヘルスの

基本（理念、歴史、現状）から実践的なワンヘルスの取組例まで教

えることができ、積極的にワンヘルスの啓発活動を行うことがで

きる「ワンヘルスマスター」を育成しました。（R5～R7年度で 41

名認定） 

― 
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ワンヘルス宣言

事業者交流会の

開催 

・新たなワンヘルスの取組や参加者同士の連携に繋げ、事業者にお

けるワンヘルスの取組の輪の拡大を目的に、ワンヘルス宣言事業

者やワンヘルスに関心がある事業者などの情報交換や交流を促進

する交流会を開催しました。 

（参加人数 30名） 

― 

医療従事者を対

象とした啓発活

動等 

・県民に分かりやすくワンヘルスの意義を伝える普及活動、ワンヘ

ルス推進のキーパーソンとなる医療従事者を対象にした啓発活

動、医師会や獣医師会とのネットワークの構築のための事業を実

施しました。 

（研修会開催回数 ２回、バスツアー開催回数 １回） 

― 

屋外のワンヘル

ス体験学習・研

究ゾーン（仮

称）の整備 

・ワンヘルスセンターの中核施設である保健環境研究所の附属施設

として、生物多様性保全に関する屋外研究とともに、生物多様性保

全の観点から国内初のワンヘルス教育を実践する屋外学習を行う

場の整備工事を開始しました。 

― 

ワンヘルス未来

会議の開催 

・県民、活動団体、ワンヘルス宣言事業者、高校生、大学生で構成さ

れる「ワンヘルス未来会議」を開催し、県に提案する「県民にとっ

て身近なワンヘルスの取組」の内容について検討しました。 

（令和７年度 第１回会議から第４回会議まで開催） 

・第４回会議までに検討した内容について、第２回福岡県ワンヘル

ス推進協議会にワンヘルス未来会議委員が出席し、中間報告を行

いました。 

― 

ワンヘルスの森

整備 

・ワンヘルスガイドによる森林浴の体験ツアーや紅葉のライトアッ

プイベントを開催することで、ワンヘルスの理解促進及び県民の

健康づくりを推進しました。 

第 18 条

第 1項 

ワンヘルスの実

践に取り組む市

町村の支援 

・ワンヘルスに関する体験等ができる市町村の施設をワンヘルス啓

発施設として認定するとともに、認定を受けるために必要な支援

を行いました。また、ワンヘルス啓発施設の設備整備に係る費用を

一部補助しました。 

（啓発施設認定 ２件、補助金交付 ２市町村） 

 

第 25 条

第 1項 

第 2項 

ワンヘルス宣言

事業者登録制度

の推進 

・ワンヘルスの理念に賛同し、ワンヘルスに関する活動に取り組み、

その活動の情報発信に努める県内事業者を登録する「ワンヘルス

宣言事業者登録制度」を推進しました。 

（登録事業者数（累計） 12,226件）  

― 

FAVA ワンヘルス

福岡オフィスの

ワンヘルス推進

活動に対する支

援 

・FAVAワンヘルス福岡オフィスのワンヘルスに係る活動を推進する

ため、運営面で支援を実施しました。 
― 

ワンヘルス実践

団体の支援 

・ワンヘルスの実践に取り組む団体による啓発活動に対し、後援名

義等を行いました。 
― 

ワンヘルスの理

念に沿って生産

・ワンヘルスの理念に沿って生産された農林水産物等を認証しまし

た。 

第 7 条第

5項 
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された県産農林

水産物の認証制

度の推進（再

掲） 

 （ワンヘルス認証経営体数 11,639経営体） 

・ワンヘルス認証サイトや認証制度紹介動画のブラッシュアップを

実施しました。 

ワンヘルス認証

農林水産物の認

知度向上・販売

拡大 

・県内大手量販店での販売常設コーナーの設置やフェアを開催しま

した。 

（フェア開催回数 23回） 

・マイナビ ツール・ド・九州２０２５などの各種イベントにおいて

制度のＰＲを行いました。 

（イベント出展 13 回）・テレビ CM 放映等により、ワンヘルス認証

農林水産物の認知度向上を図りました。 

第 7 条第

１～5項 

 

（２）教育の推進 

全県立高等学校

でのワンヘルス

教育の実施及び

ワンヘルス教育

実践協力校・ワ

ンヘルス教育モ

デル校（農業に

関する学科を有

する学校）によ

る好事例の普及 

・全ての県立高校でワンヘルス教育推進教員を指定し指導計画を立

案の上、授業（保健、地理、理科、家庭、農業、総合的な探究の時

間等）や文化祭等でワンヘルス教育を実施しました。 

・ワンヘルス教育推進教員研修会を実施しました。  

・農業に関する学科を有する学校（９校）をワンヘルス教育モデル

校とし、ワンヘルスの視点から先進的な飼育や栽培を行い、その実

践内容を発表しました。 

・県立高校の７校をワンヘルス教育実践協力校とし、ワンヘルス関

連の行事を中心にワンヘルス教育モデル校（農業に関する学科を

有する学校）とともに好事例の普及・展開をしました。 

・ワンヘルス教育の知識・理解を深めるため、県立高等学校におい

て専門家による講演会を行いました。 

― 

市町村立小・

中・義務教育学

校におけるワン

ヘルス学習推進

校を指定及びモ

デルとなる取組

の開発・普及 

・ワンヘルス教育に取り組む高等高校を訪問し、高校生と一緒に動

物飼育体験などを実施しました。 

（９校（分校含む）年１回） 

・実践発表会（地区ごと、９校（分校含む）年１回）の実施や、実践

事例集を作成し、教員研修資料として義務教育課 HPに掲載しまし

た。 

・ワンヘルス学習推進校にワンヘルスマスターを派遣し、体験学習

の事前又は事後において講話を実施しました。 

 

 

― 

子供のためのワ

ンヘルスリーフ

レットの配布 

・児童生徒がワンヘルスについての理解をより一層深めることがで

きるよう、令和６年度に作成した４種類のリーフレット（小学校１

～３年生用、小学校４～６年生用、中学生用、高校生用）を各学校

等関係機関に、電子データで送付するとともに、紙媒体で該当学校

種のリーフレットを各１部配布しました。 

・令和７年度に特別支援学校用のリーフレットを作成しました。 

― 

青少年教育施設

の主催事業にお

いてワンヘルス

の取組を普及、

実施 

・施設開放事業でワンヘルス動物園を設置しました。(年 1回) 

・ワンヘルスを取り入れた体験プログラムを実施しました。(通年) 

・施設利用者のワンヘルスロードの活用を促進しました。(通年) 

― 



45 

 

ワンヘルス教育

推進委員会の設

置・開催 

・ワンヘルス教育推進委員会を開催し、ワンヘルス教育の充実に向

けて協議しました。 

（開催回数 ３回） 

― 

私立高等学校に

おけるワンヘル

ス教育の推進 

・ワンヘルスの理念と実践に対する意識醸成を図るセミナーを開催

するとともに、ワンヘルス教育を実施していない私立高等学校に

対して、各学校の特色にあったワンヘルス教育について助言する

専門家派遣を行いました。 

 

― 

生物多様性ワン

ヘルス教育プロ

グラムの作成 

・ワンヘルスの取組の一つである「生物多様性の保全」をテーマに、

屋外のワンヘルス体験学習・研究ゾーン（仮称）を活用したワンヘ

ルス教育プログラム（案）をモデル校 1校において実施・検証しま

した。 

― 

全県立特別支援

学校におけるワ

ンヘル教育の推

進及びワンヘル

ス学習推進モデ

ル校におけるカ

リキュラム開発 

・児童生徒の障がい特性に合わせたリーフレット及び啓発動画（手

話・字幕・音声付き）を作成しました。 

・県立特別支援学校８校においてワンヘルスマスター等を招聘し、

児童生徒への指導や教員向けの講演会を実施しました。 

・県立特別支援学校（知的障がい教育校・肢体不自由教育校）２校に

おいてドッグセラピーを実施しました。 

・ワンヘルス学習推進モデル校（福岡つくし特別支援学校）におけ

るカリキュラム開発に向けて、協力校において体験学習を行うな

どの実践を進めました。 

― 

ハワイにおける

ワンヘルス学習 

・ハワイへの１週間の短期留学を実施し、ハワイ大学等にて、ワン

ヘルスに関する特別講義や現地での農業就業体験を通し、ワンヘ

ルスの意義や日本との関係性、今後の課題等について学びました。 

（福岡県内の高校生 2015名程度） 

― 

未来をつくる高

校生チャレンジ

２０２５の実施 

・「ワンヘルスの推進」をテーマとした高校生のチャレンジ（２件）

に対し、専門家の派遣や活動資金の援助を行いました。 
― 

SDGs・ワンヘル

ス学習に対応し

た修学旅行用プ

ログラムのモニ

ターツアーの実

施 

・旅行会社や学校関係者を対象に、SDGｓ学習及びワンヘルス学習が

可能な施設をコースに組み込んだモニターツアーを実施しまし

た。 

― 

私立小・中学校

におけるワンヘ

ルス教育推進 

・ワンヘルスの理念と実践に対する意識醸成を図るセミナーを開催

するとともに、ワンヘルス教育を実施していない私立小・中学校に

対して、各学校の特色にあったワンヘルス教育について助言する

専門家派遣を行いました。 

― 
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幼稚園・保育所

等におけるワン

ヘルス教育推進 

・幼稚園・保育所等の指導者を対象に、ワンヘルスの理念と実践に

対する意識醸成を図るセミナーを開催するとともに、園児にワン

ヘルスへの興味・関心を持ってもらえるよう、啓発用絵本を作成し

ました。 

― 

ワンヘルス教育

プログラムの授

業動画作成と導

入の促進 

・県内大学におけるワンヘルス教育の普及を図るため、ワンヘルス

教育プログラムの授業動画作成に加え、ワンヘルス教育プログラ

ムの実証を行い、プログラムの改善と県内大学におけるプログラ

ムの導入を促進しました。 

（授業動画数（累積） 30コマ） 

（ワンヘルス教育プログラム導入校数（累積） 4校） 

― 

九州芸文館「こ

どもワンヘルス

賞」作品展の開

催 

・ワンヘルスの理念に関連する子どもの絵画・作文等のコンクール

において、優秀作品に「こどもワンヘルス賞」を授与し、九州芸文

館で展覧会を開催。こどもワンヘルス賞受賞作品 4 点に、各コン

クールの入賞作品を加えた約 40点を展示しました。 

・こどもワンヘルス受賞者の表彰セレモニーの他、ワンヘルスに関

連したステージ企画や体験ブースなどを実施しました。 

 

 

（３）中核拠点の整備等 

屋外のワンヘル

ス体験学習・研

究ゾーン（仮

称）の整備（再

掲） 

・ワンヘルスセンターの中核施設である保健環境研究所の附属施設

として、生物多様性保全に関する屋外研究とともに、生物多様性

保全の観点から国内初のワンヘルス教育を実践する屋外学習を行

う場の整備工事を開始しました。 

― 

保健環境研究所

の新築工事、改修

工事及び既存の

大学建物の一部

解体撤去 

・保健環境研究所の新築工事及び改修工事を開始しました。また、

既存の大学建物の一部の解体撤去を完了しました。  
― 

研究職員の博士

取得に対する助

成および文献検

索ライセンス購

入及びワンヘル

ス研究の推進に

向けた基盤整備

およびリスキリ

ングの導入 

・高い研究水準をもつ研究職員を育成するため、論文等を検索でき

る環境を整備するとともに博士取得に対する助成を実施しまし

た。 

・データサイエンス技術を活用したワンヘルス研究を推進するため

の基盤整備、および e-ラーニングや大学・学会派遣によるリスキ

リングを実施しました。 

― 

動物保健衛生所

の設置に向けた

取組 

・動物保健衛生所の業務内容や関係機関との連携の検討、獣医師職

員の研修を行いました。 

・動物保健衛生所の建設工事に着手しました。 

第 14 条

第 1 項、

第 2項 

ワンヘルスセン

ターネットワー

クシステム基盤

整備のための調

査・設計 

・ワンヘルスセンターに高速大容量かつ双方向で情報処理できるネ

ットワークシステムを整備するため、システムの調査・設計を行

いました。 

― 
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「アジア新興・

人獣共通感染症

センター」の九

州への誘致を実

現するための取

組 

・九州地方知事会において、センターの誘致について特別決議とし

て採択されました。 

・センターの設置について機会を捉えて国へ要望を行いました。 

・九州各県自治体との連携体制構築に向けたモデル事業（ウイルス

バンク）を開始しました。 

― 

国際フォーラム

の開催 

・新型コロナウイルス感染症をはじめとする人獣共通感染症などに

対して、医療、獣医療、環境など各分野の世界トップクラスの研

究者がワンヘルスアプローチにより解決することを目指し、研究

成果などを世界に向けて発信するため、令和８年２月に「第６回

福岡県ワンヘルス国際フォーラム」を開催し、ワンヘルスに関す

る研究者による基調講演や総合討論等を実施しました。 

（現地参加者数 195人、オンライン参加者数 96人） 

― 

ワンヘルスに関

する国際会議を

誘致 

・ワンヘルスに関する国際会議の誘致を目指し、プロモーション、

ビッドペーパーの提出、サイトビジットなどの一連の誘致活動を

行いました。 

― 

市町村によるワ

ンヘルス推進宣

言 

・市町村がワンヘルスの理念に賛同し、県の取組への連携・協力や、

住民へ普及啓発を行う「ワンヘルス推進宣言」を表明するよう、

説明や働きかけを行いました。 

（令和 8年 3月末時点：ワンヘルス推進宣言を表明した市町村 累

計 60 市町村、議会でワンヘルス推進に係る決議を可決した市

町村 累計 14市町） 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標指標の進捗】  

 

 

 

 

指標 
当初値 

(R2年度) 

目標値 

(R8年度) 

現状値 

(R7年度) 

ワンへルスの認知率 
21.9% 

(2021(R3)年度) 
70% 78.9% 

ワンヘルス宣言事業者登録数 － 

13,500件 

（累計値） 

※当初目標値 

（11,000 件）を修正 

12,226件 

（累計値） 

高等学校におけるワンヘルス教育の

実施率 
－ 100% 85.8％ 
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実践条例関係事業（その他） 

庁内ワンヘルス

推進会議の開催 

・関係部局における事業内容やワンヘルスに関する課題を整理し情

報を共有するために庁内ワンヘルス推進会議を開催しました。 

（開催回数 １回） 

第 3 条

第 2 項,

第 26条,

第 29条 

福岡県ワンヘル

ス推進協議会の

開催 

・行動計画の推進等に関することについて協議するため、有識者等

で構成する福岡県ワンヘルス推進協議会を開催しました。 

（開催回数 ２回） 

第 3 条

第 2 項,

第 26条,

第 29条 

 


